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中国の地域格差とその構造

問 題 の 整 岬と今後の展開に向けて一

次t
 

>
 

、
1

か相
ば釈

、

I―― 
n
 

な
ー

はじめに

［ 地域格芥研究の狙いと慨念的枠組み

II 中fkl(/）地域格月．研究のサーヘイ

III 省liilU)i観的所得格凡と絶対的格月

IV 省内地域格月

V 地域格月決‘虻要因の分析

はじめに

中国経済は，改革・間放，そして巾場化の進

展とともに一面では沿海部を中心に氣成長を遂

けたが，反血さまさまな問題を発牛させること

になった。今l」、農党・牒村問題，国営企業改

倅あるいはインフレに代表されるマクロバラ

ンスと並んで，地域格芹0) 「拡大」は中国当屈

者にとって最屯要問題のひとつとなっている。

したがって，以下幣即するように，これまて多

くの論れかこの問題に取り組み，いろいろな角

度から格外の実態を把据しようと試みてきた。

以ド，第 I節ては地域格斧研究の怠味と地域

格応を捉えるさい0)概念的整即を行ない，第II

節では中国の地域格芹研究のサーヘイを行なう。

第III節ては，アトキンソン尺）紅を川いた省間の

「＋ー観的所得格差」，ならびに絶対的格差と人ll

移動の関係について簡単な観測を試み，第w節

では省内格芹の動きと省内・省間格差との関係

について紆え，第V節ては省内格差の決定l大］を

安徽省を例に淵べ，それをもとに中国の地域格

差決定のモテルを槃く足掛かりを得ることにす

る。もとより，資料ならびに時間的制約から箱III

節以い）分析は決して卜分なものではない。とく

に省内格差を計測するには膨大な労｝］を必要と

するのてある。しかし，今後の中国の地域格弟問

題に接近するさいのいくつかの重要な問題，点の

整即と，また地域格苑決定要囚の分析に向けての

新しい切り Ilだけは用意しておこうと思う (iil)0 

W:l) 本論文作成に廿たっては．全国銀行学術研究

枷興財団から0)1993il'-度研究奨励金の補助を受けた。こ

こに心からの感謝の念を記したし、。また，レフリーなら

びに本よ紺相部から胄用な技術的コメントをInいたこと

も，合わせて，止しておきたい。残された問也やイ湘備は，

令てへ0行の貞1rである。

1 地域格差研究の狙いと概念的枠組み

2
 

1. 地域格差研究の意味

ところで中国の地域格れを取り l.け，研究す

ることの意味，その狙いは一体何であろうか？

論者により問題意識は楳なるが，これまでの議

論に IJJ),J~的に，あるいは暗黙0) うちに含まれて

いたものを整押すると，恐らく次のようなもの

であろう。

(I) 国民統一巾場の形成

ともすれば「地方t義」のために地域別に分

断化されてきた中国の国民経済体系は， もし格

差か拡がっていくなら今後果たして統一巾場を
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中国の地域格差とその構造

形成しうるのだろうか？ また地域間の分業協 1995年春に開かれた全国人民代表大会での議論，

業関係をどのように形成し，各地域がバランス

のとれた， しかも全体として急速度の成長をな

しうるようにするにはどうしたらよいのだろう

か？ それとも広東や福建といった沿悔諸省は

国内との経済的結合よりも東南アジア，ないし

は世界経済との結びつきを今後ますます深めて

いくのであろうか？ 中国国内では，どちらか

といえばこのような経済的側面からの関心が強

い。地域格差というより地域開発，庁菜立地，

あるいは地域間交易問題の一環として捉える傾

向が従来強かったように見られる。すなわち，

地域別の比較優位構造を利用して，国民経済お

よび地域経済全体の成長にとって最も有利な産

業立地を探求し，地域間の合理的分業協業関係

を形成するという政策課題がある。

(2) 政治的統一性

それに対して，西側でのこの問題に対する関

心はもっと政治的な側面に関連している。とく

に，地域の経済的格差がこれからも開いていく

ならは，中国の国家としての政治的，社会的統

一性が失われるかもしれない。しかも郵小平と

いう政治的指導者が近い将来いなくなり，また

共産党というイデオロギー集団の求心JJ(coher・ 

ence)や統合力 (solidarity)もかつてのような強

固なものではなくなった現在，中央と地方との

対立や地Jj間の利害対立は一層拡大するであろ

う。その場合，国家としての政治的統一性を保

っために，中国はいかなる措置をとらなければ

ならないのか？ こうした政治的統一性に絡む

地域格外の捉え方は，西側のほとんどの論者に

基本的にあるように忍われる（注 l)。他Ji，中国

国内ではこれまではこうした点からの関心は少

なくとも表面には出てごなかった。とごろが，

そして同年9月の中国共産党第14期 4中全会で

採択された第 9次 5カ年計画案などを見ると，

中国国内においても所得格差一般の問題とは別

に．最近この地域格差問題がかなり深刻に受け

とめられていることが分かる (ii2)。つまり．従

来の純経済的な「最適産業立地論」的議論もさ

ることながら，現存する地域格差に対してある

種の政治的危機感さえ指導部は感じるようにな

ってきたのである。

(3) 民族問題

政治的統一性は当然民族問題にも絡んでいる。

中国は郡小平0) 「先富論」 0)もとでこれまで沿

海部の発展に力を注いできたか，今後は遅れた

西部の開発に取り組まなければならない。なぜ

なら．西部地域が低発達のままに岡かれれば．

従来強権で押さえ込まれてきた少数民族のイ潅満

を誘発しかねないからである（注3)0

(4) 農民問題

地域格差の拡大には都市・農村の格差拡大と

いう要因が内在している。低発達0)地域は漿業

が主体であり，比較的発達した地域は工業化が

進み． また都市化のレベルも麻い。地域格差が

拡大していけば．農民たち，とりわけ遅れた地

域の農民たちの不満を引き起こし，その面から

も中国社会に政治的不安定をもたらすかもしれ

ない。毛沢東時代に「三大差別（都市と農村，

l〗業と農業．精神労働と肉体労働）の縮小」なる

共産主義的理想が叫ばれたものであるが，いま

やこうした理想は空想を通り越して単なる「悪

ぃ・n:談」でしかない。

しかし純粋に学術的な問題として見ると， こ

れまでの地域格差をめぐる議論は，中国では地

域格差が果たして拡大してきたのか否かといっ

3 
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た，技術的な側面にややもすれば焦点が当てら

れてきたように思われる。この問題のもつ範囲

の広さからすれば，従来の研究は必ずしも十分

なものではなかった。たとえは次のような具体

的，個別的な問題群を取りtけてみよう。

Iイ）格差拡大・縮小0)メカニズム 沿海部

の経済発展とともに，内陸部にはいかなる

プロセスでダイナミズムが波及していくの

か？ 単なる市場だけでそうしたダイナミ

ズムは移転していくのか？ 中国という構

造的に複雑な世界において，歴史的に形成

されてきた格差は，考えられる多様な要因

のなかでもいかなる要因に版も支配されて

いるのか？ これまでの格差拡大・縮小の

要因は何か， とくに政府の果たした役割は

何か？ さらに，そもそも地域間，地域内

の所得格差はどのように連関しているの

か？ いいかえれは，地域格差はほぼ一様

に拡大あるいは縮小しているのか，それと

も，平均でとれば地域間では格差は縮小

（拡大）し，逆に地域内ては拡大（縮小）し

ているのだろうか？ もし後者であるとす

ると，そうした傾向はどの地域に顕著に見

られるのであろうか？ 格差の形成や推移

は，最近注目を浴びている P・R・クルー

グマン (Krugman)流の経済地理学的開発論，

なかでも規模の経済と輸送コストによって

どの程度説明可能なのであろうか？ぼ4)

（口）格差の社会的，経済的効果 格差は資

4 

源，たとえば労働力の配置にどのような貢

献をしたのか？ 労働・人口移動決定要因

としての所得格差にはいかなる項要性があ

るのか？ 所得格差は地域間の財の移動，

ないしは中国でいう「区域貿易」にどのよ

うな効果を及ぼしているのか？ 市場化の

進展とともに分配が不平等化していくとす

れば，個人・家計の所得分配決定要因とし

て地域はいかなる意味をもっているのか？

（ハ） 格差の政治的効果ー また中国において

は地域格差，あるいは地域の経済水準は権

カの政治的配置，たとえは党書記の序列に

いかなる意味をもつのか？ 経済的格差と

政治的能力の格差にはどのような連関が見

られるのか？ 逆に，地域指導者の政治力

か財政，投資配分，さらには生産力の格差

にどのように係わっているのか？

（二）地域格差の国際比較ー 中国の地域格差

の構造，動態，そのメカ.:::.ズムは他の発展

途上国と比べてどのような特色があるの

か？ それは先進諸国の開発経験とほぽ同

様な経験を有しているのだろうか？

これらの個別的問題ひとつひとつについても，

これまでほとんどといっていいほど取り上げら

れてこなかった。たとえば格差0)メカニズムで

あるが，中国が計画から市場へと現在大きな転

換期にあるときに，従来の計画が作り出した格

差と，改革・開放が生み出した格差とが合成さ

れ．一面では政府あるいは政治のもっ， もう一

面では巾場あるいは経済のもつ格差拡大作用と

縮小作用とがぶつかり合い，ある種の混沌とし

た状況に中国はあるといえる。こうした興味あ

る問題にどのように接近していくのか，中国の

地域格差に絡んで本格的な分析が待たれている

といえよう。

2. 概念的整理：地域と格差

ところで，「地域格差」というとき，何を地

域と定義し，いかなる格差をイメージするかに

よって晶は大きく違ってくる。
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(1) 地域の概念

まず地域の概念であるが，恐らく以下の 4つ

のタイプが，とくに中国の場合考慮されるべき

であろう。

（イ） 地帯 (zones)一→-一般に沿海部と内陸部，

あるいは東部・中部・西部の三大区分がよ

く取り tげられる。これは，以下に述べる

省市自治区を基準に中国全土を 2つないし

は3つに区分したものである。

（口） 地理的地域(geographicalareas)一一例と

して平原地区と丘陵地区，砂漠地域，耕作

地域，牧畜地域，あるいは人口桐密地域と

そうでない地域など，さまざまな自然地理

的ないしは人文地即的ド分が可能である。

しかし，この種の区分はこれまで中国の地

域格差問題のなかでほとんど取り上げられ

てこなかった。

（ハ1 行政的地域 (administrativeareas) -~-（イ）

と並んで最も多く取り tげられてきたのは，

以下の行政的地域である。行政的権限の与

えられている地域を，規模と権力の大きさ

に応じて階層化すると， a）省市自治区， b)

県市， c）郷，村の 3つのレベルが考えられ

るが，なかでも a)のレベル（以下，省レベル，

あるいは省間と呼ぶ）での議論が中国の地域

格差を論じる場合圧倒的に多かった（次節

参照）。

仁） 機能的区分(functionaldemarcations) 

ここには地域のもつさまざまな機能に応じ

て，都市と農村，大都市と中小都市，重点

地域と一般地域などのような地域区分が人

る。とくに都市と農村の間の格差は，中国

においてこれまで地域格差問題の大きな焦

点であった。なぜなら，この点に t述した

中国の地域格差とその構造

農民問題の核心があったからである。

(2) 格差の概念

他方，格差 (disparities,differentials)といった

とき、その意味はさまざまである。格差の計測

というとき，何を格差にとるのかによってその

意味も．また方法も当然違ってくる。たたし，

ここでは地域の格差が対象であるから，個人や

家計の格差とは問題の性格が必ずしも同一だと

いうわけではない。

第 1に，きわめて技術的な問題として，所得

などのフローでとるのか，資産などのストック

でとるのか，つまり具体的に何を比較するのか，

ということが挙げられる。しかしこれらの問題

は現代中国にかんしてはまだそれほど神経質に

ならなくともよいかもしれない。もちろん，

「大款」といわれるニューリッチ層が都市に現

れ，一般庶民には高値の住宅，貴金属，自動車

などの資産を購入しているといわれるが，こう

した賓庁格差は恐らく所得格差にかなり収映さ

れていると思われる。そのうえ，ストックの格

差は地域間では家計間ほどの意味はもたないよ

うに思われる。なぜなら，地域のストックは自

然条件，地理的条件に大きく左右されるからで

ある。たとえば砂漠地帯にビルはできないであ

ろうし，都会にはダムは造れない。

第 2に，フローで測るにしても指標はさまざ

まてある。所得でとるか，消費でとるか。所得

にしても総所得でとるか，＂！処分所得でとるか。

生産額でとるとしても，中国の場合，国民総生

産額ないしは国内総生産額，物的生産部門の生

産額である国民収入，さらには農工業総生産額，

純生産額，あるいは「蓄積」プラス「消費」で

ある国民収入使用額など，さまざまな測定基準

かありうる。もしこれら諸指椋間に高い相関が

5 
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あればどれかひとつを採用すれば済むわけであ

るが，仮にそうではないとすると，分析目的に

より，また格差のもつ意味によって複数の基準

で格差を測らなければならなくなる。

第 3に，所得をとるにせよ，それを当年価格

という意味での名目でとるのか，それとも不変

価格という実質でとるのかによっても結論は違

ってくる。地域により産業構造が異なり，企業

構造も異なっている。改革・開放以後公定価格

の比重は次第に低r^し． また国行部門は地盤沈

下してきた。そうした状況下で市場化の影響は

地域的に不均等であり，価格変化の影響も一様

ではない。とはいえ，地域間で生計費が違うの

であるから，本来ならタイムシリーズの実質化

だけではなく，クロスセクションの実質化，た

とえば実質購買力‘ド価による換符も考えられて

よい。北京や上海の 1几と最も賛しい貴州の 1

元では購買力が違う。しかし，この面での実質

化を試みた研究はわれわれの知る限りひとつと

してないc

第4に，所得格差も生産所得ベースと分配所

得ベースでは必ずしも一致しない。というのは，

たとえば農民の所得を考えたとき，前者は農民

の行なう生産活動の付加価値として計算される

のに対して，後者は財産所得や移転所得など，

非農業起源の所得も含むからである。同様に，

地域間においても国民所得と国内所得とでは要

素所得の扱いが異なってくる。ただし，現在の

ところ，まだこの 2つの差は大きくはない。

第5に，客観的格差でとるのか主観的格差で

とるのかといった，やや微妙な問題が存在する。

これは人々が何をもって「芹」を意識するのか，

という点に係わってくる。いま家計ないしは個

人の所得をとったとき，とくに何らかの特権が

6 

社会に窃延している場合，客観的にはわずかな

所得格差でも，その特権をもたないものにとっ

ては主観的にはきわめて大きなものと感じられ

るだろう。財やサービスの配分が全て市場で決

定されるときには，その種の落差はそれほど大

きくないと思われる。またどのような社会でも

経済的格差は社会的格差に密接に絡んでいるが，

中国のように特権や身分かいまだに大fを振っ

ている国ては，経済的格差とは切り離された社

会的，場合によっては政治的格差が牛み出され

やすい。

この種の格差は地域間よりも階級間，あるい

は個人間で顕著になってくるのかもしれない。

しかし，地域間でも何らかの構造的障害がある

場合には，豊かな地域と貧困地域との間で似た

ようなt観的格差問題が起こりうる。巾実，中

国においては従来労働力や他の資源の移動は市

場の力によって決められていたわけではなかっ

た。周知のように，労働，人口移動は「戸籍制

度」によって厳重に制限されてきたのである。

投資の配分にしても，必ずしも比較優位の原理

や経済効果，あるいはまた所得平等という政治

的配慮によってなされたわけではなかった。し

たがって， もし格差の国内政治的意味が問題と

されるなら，全国の平均的格差よりも，政治的

実力者のいるある地域と別の地域の差こそが重

要になってくるに違いない。

とはいえ，主観的格差を計測しようとすると

経済学よりも心理学の領域になり，きわめて困

難な作業になってくる（注5)。経済学的には，恐

らく，アトキンソン (Atkinson)){度のように，

社会的胴牛関数の理論に立脚し，所得階層に一

種のウェイトを付ける方法以外に，こうした格

差の主観性を考慮する方法がないのであろう。
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叶―1|14の地域格芹とその構造

第 6に，格芹を絶対的大きさでとるのか，そ

れとも相対的なそれでとるのか，という問題が

ある。中川に限らす，従来の所得ないしは賃金

の分配不平等度の測定は，ほとんどが相対的格

差を雄準にしていた。しかし，もし地域間の所

得格差を人ロ・労慟移動と結ひつけて議論しよ

うとすると．むしろ絶対的格芹こそが屯要にな

ってくるように思われる。たとえは，移動を考

える一般0)人々にとっては，白分が仕み．働い

ている地域と隣の地域の収人の格芹が何パーセ

ントあるかではなく，｛IIJ几あるかが決定的にな

るたろう。つまり．労働力移動を決定するのは

賃金0)柑対的格片ではなく，むしろ何らかの息

味での絶対的格差てあるように忠われる。周知

のように，トダロ (Todaro)咽0)労働移動モデル

では，部門（地域）間の絶対的期待賃金格差こ

そか決定要因であった。さらにはきわめて1i.等

t義的な傾向の強い体制にあっては，相対的格

差はいうに及はす，絶対的格芹が I 不‘li•等」と

して意識されるたろう。

第 7に，問題を複雑にさせているのは，「見

える格凡」と「見えない格差 1 の違いてある。

いいかえれば，所得分配にかんする公式統計0)

｛出頼度の問題てある。今H中国において家9;t調

脊では捉えきれない合法的，非合法的収人が相

背額， とくに人都市部を中心に存在することは

公然の秘密になっているといってよい。したが

って， こうした目に見えない所得をも衿慮に入

れると，客観的て相対的な格差はいうに及はす，

｝．観的格差も絶対的格芹もさらに一屑膨らんて

くるであろう。中国では最近「隠形経済」とか，

「地F経済」の規模の測定が試みられるように

なったがhi•6)，残念ながら見えない格差を測る

9打効な方法はなしい

以 I••O) ように「地域」・「格差」を分類してみ

ると，そこにはさまざまな某準や捉え方があり，

決してひとつ0)尺度や見方だけで全てを判断す

ることはできないことが分かってくる。そのこ

とに比べれば，格差0)尺渡を何にするのか， と

いったことはある意味で二義的な問題である。

中国の地域格差というとき，これまでほとんど

が客観的で相対的な格差指椋． とくに変動係数

かジニ係数で，それもtとして省間の牛庁・所

得指標て測っていたが，きめ細かく接近しよう

とするとき，取りtげる問題によって指標は適

切に区別されなければならない。

(I! I) こうした見解は，典型的にはわか囚における

「中国悲観論行」に多く見られる。たとえば，窮崎11：立弘

l中国大分裂』ネスコ・文釉春秋 1995{，ー／中鴫嶺雄川I

1囁経済か危ないJ 束柑経済新報社 1995年なとを見よ。

(it2) 科学院国情分析研究小組())胡鞍鋼氏は次のよ

うに指摘している，「格位はすでに限界を超えた。 :i:i人

の地方指導名にアンケートしたら．泊人が今後lり年())う

ちにさらに拡大するとみており，国家の分裂までf測す

る人かいた，い朝H新聞』 1995:ft:3/l191 I),. 

汎 3) I項じ())全国人民代表大会では， t淋J;i[11j放1、9治

I><-()）代表か「格加嘩けは（少数 ，｝1111者）民放地lX_

と西部地lスの問題はますます突出する」との発「；ーをして

いる（『朝ll新間』 1995年3/Jl41i)。

(i-1-:4) たとえば． I）． R・クルーグマン片・ 北村h

伸ほか，J！『脱「国境」())紆済学 —所業1•L地と貿易の新

叫繭 』東洋絆済新報社 1994年参照，

(it5) われわれは，機会のイ＜平等のfiか結果の不平

等よりも「不公平！心か強いと考えるが、もし中国にお

いて他国より地域格差か甚たしけれは，機会の1<‘I'等を

本質的に内介させている体制であるかゆえに，そこでは

人々 U)月けll感と不公‘r感はより強しヽと見なけれはならな

しい

（礼 6) たとえば，以卜のような文献を参照，，員＃Ill[

中 In!的1隠形経済』北り（ 中国廂業出版社 19924ー／''Jt

典園目柏『中同地F経済問題研究』鄭州河南人民出版

i'I 199:{年、，

7
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II 中国の地域格差：研究のサーベイ

上述したように，中国国内においては，従来

地域格差問題はどちらかといえば地域政策ない

しは立地政策の観点から取り上げられてきた。

それは，とりわけ遅れた内陸部をどのように開

発するかという開発政策の一閑として，または

バランスのとれた地域発展，効率的な産業立地

という国民経済的な課題から，重要視されてき

たためで，近年膨大な調牡・研究がなされてき

ている（注いそれとともに，中部，西部，ある

いは少数民族地区開発の具体的プログラムが作

られるようになった。もちろん，こうした地域

開発政策が出された背景0)ひとつに，貧困地域

対策，いわゆる「扶貧政策」があった。

ところで，経済の発展とともに地域間の所得

格差がどのようになるのか，かつて J・G.ウ

ィリアムソン (Williamson)が逆U字仮説を提小

したことはよく知られている（注 2)。すなわちウ

ィリアムソンによれば，発展の初期段階におい

ては地域間格差は拡大し，ある段階から縮小す

る傾向が一般に見られるという。これは所得分

配にかんするクズネッツ (Kuznets)の有名な逆

U字仮説の応用ともいえるが，その後いくつか

の国を対象にこのウィリアムソン仮説の実址か

試みられた (ii:i)。そのさい，実証は従来あくま

でもタイムシリーズで行なわれてきた。

中国の地域間格差がどれほどあり， またどの

ように推移してきたのか， とくに主として省間

の相対的格差をめぐって中国内外でかなり多く

の調査・研究がなされてきた。その先鞭を付け

たのがT・ ライオンズ (Lyons)である。彼はウ

ィリアムソン仮説を中国に実（JI-しようとして，

8 

生産および消費の両面において変動係数でとっ

た地域間格差を計測し， 1952年以降87年まで長

期的に見れば縮小方向にあることを実証してい

る（注4)。楊偉民も各種のジニ係数を用いて長期

の変化を追いかけ，やはりそれが縮小してきた

ことを主張している（注5)。1980年代初めの改革

・開放政策実施以後，中国における地域格差は

拡大してきたと思われていたが， f想に反して

小さくなってきたことが，彼ら以外にも杜進や

栗林純夫，魏後凱，渡辺利夫，あるいは呉軍華，

朱炎など多くの人々によっても実証，指摘され

ている (ii.6)。いいかえれば，改革・開放以後の

中国の地域格差は縮小傾向にあることが，いま

や半ば定説化さえされてきた。こうした結論の

含意として，郡小平が打ち出したいわゆる「先

富論」，つまり一部の地域や人々が豊かになる

ことを積極的に容認する議論のもとでも，少な

くともこれまで追求してきた地域間の公平は十

分維持されたことになる。そうであれば中国に

は大きな地域格差問題は存在しないことになり，

その限りできわめて楽観的に中国経済の現状と

将来を描くことができよう。またそうした楽観

論の延長として，沿海部で発生したすさまじい

ダイナミズムがいずれは自然に内陸部に波及し

ていくという，超楽観論も出てくる（注7)。しか

し，それではなぜ中国国内でさえ， 1文祉述したよ

うに地域格差が深刻に受けとめられてきたので

あろうか？

もう少し仔細に，また視点を色々変えてこの

問題を見たとき，中国における地域間格差は，

改革・開放以後改善されてきたとは必ずしもい

えないことが分かる。まず地域区分を変え，沿

海部と内陸部に分けた場合，あるいは東部，中

部，西部に大別した場合，つまり前節で述べた
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中国の地域格差とその構造

地帯で地域をとったとき地域格差は縮小してい 図1 省間格差： 1人当り国民収入と同使用額

ないどころか，むしろ開き気味であることは' /二係数

上記の論名を含めほとんど全ての論者によって

確認されている。 1人当り国民収入でとると，

沿海地区対内陸地区では1960年代から80年代末

までほぽ•貫して格芹は拡大しているし，東部

地区対中部地区，あるいは三大地区間全体でも

ほぼ同様な傾向が看取できる（沖 8)。あるいは地

域単位を省という行政単伶ではなく，都市と農

村という，先にも述へた機能的地域lメ分に変え

たとき，これも多くの論者が指摘するように，

確かに一時期縮小してきた都市農村格差は1985

年から徐々に拡大してきている。

次に，欧察期間を最近にまで延ばし， 1980年

代末から90年代初めにかけての動きを見ると，

徐々にではあるが格差は拡大傾向にある。その

うえ，従来は格差を所得格差ないしはtとして

生産力の格差として捉え，生産総額や国民収入

で格差を見てきたのであるが，張曙光のいうよ

うに生廂面（国民収人）ではなく， 支出面（国

民収人使用額）で捉えると省間の格差はより鮮

明に拡大しているとさえいえる（注9)。ちなみに

1人当り国民収入と国民収入使用額で測った省

間格差のシニ係数は図 l0)ようであった。明ら

かに使用額でとると格差は小さい。というのは，

地域間で所得の再配分がなされ，国民収入が純

流出する地区では生産額が使用額をl」nlり，逆

に純流人する地区では使用額が生産額をt回る

ためである。

より電要なことは，改革・開放以後，使用額

格差が次第に開き始め，生産額格芹に接近して

きたことてあろう。しかも当年価格ではなく，

実質価格でとるとその傾向は顕著である。すな

わち， 1人当り実質国民収入使用額で測ると，

0.4000 

0.3500 

0. 3000 

0. 2500 

0.2000 

0. 1500 

0. 1000 

0. 0500 

0.0000 
1979 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90 91 92年

｀` ------
.,,. 

-----．=二 ,,,,.．--•一•一”

RNIU ~-------```` NMP -と゚,、--――̀｀ ---•一
， 

‘̀`‘ --•こご·---ー·，，，，／‘` ---:::..-_::: _ _,, NIU 

（出所） 国家統計屈編『中国統計年鑑』北京 中

国統計出版社 各年版にもとづき筆者作成。

（注） NMP=l人当り国民収入（当年価格），

NIU＝同使用額， RNMP=1979年価格 1人
‘りり国民収人， RNIU=f"J使用額をそれぞれ

表す。データの関係上，国民収人（当年価格）

以外は海南省は含まれない。また，国民収入

使用額のデフレーターは国民収入のそれと同

ーのものを用いた。

改革・開放以後，中国の省間地域格差は確実に

開いてきた。それは，そうした使用額の配分に

は，地方による政治的圧力が相当関係している

ためだとされる。実際，国民収人と使用額との

差は財政収支とパラレルに動いている。すなわ

ち，使用額格差が拡大してきたことは，財政の

地方間移転にかんして従来のような政治的圧力

か効きにくくなってきたか，あるいは広東省を

はじめとして戯かな沿海部の省市は，その政治

的力から中央へ余剰財政資金を相対的に移転さ

せなくなってきたことをこの図は暗示している。

同様に， 1人‘りり実質可処分所得でとると，

中国の地域格差は1980年代後半に入るとはっき

り拡大傾向を示してきた。このことを立証した

邸柳靖子によれは，都市部の 1人％り可処分所

得の変動係数は1989年以降，農村部のそれは85

年以降93年まで傾向的に上昇してきているぼ10)0 

また加藤弘之も，都市住民 l人当り所得や農民

，
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0)それでとると，省間地域格差は1985年頃から

開いてきていることを実証している（沖11）。この

ことからも，従来の国民所得ないしは GDPペ

ースの地域格差縮小論はやや偏った見方てある

ことが分かる。

第 3に，相対的格差の測定尺度による影響

はあまり見られない。たとえばK•Y ・ツォイ

(Tsui：崖啓源）は．変動係数，シニ係数．タイル

(Theil)のエントロピー尺度，アトキンソン尺度

といった不平等化を計る最もポピュラーな 4つ

0)尺度をとり， 1952~85年における 1人‘liり国

民収人生産額と使用額のそれぞれについて省間

格差を計測している。尺度により結果は多少異

なるが，全ての尺度において1960年と76年が不

平等のピークであったことに違いはないけ1:1210 

期間を1992年まで延長しても結論は変わらな

ぃ（注13)。

ウィリアムソンやライオンズも行なったよう

に，人口をウェイトにして変動係数（ないしは

その他の尺度）を計測する方法もある。人口が

少ない天津と最大の人口を抱える四川省の 1人

廿り所得をlwlじウェイトで比較するのは確かに

問題があろう。しかし，そうしたウェイト付き

の尺度をとったとしても，実際は結論が大きく

変わるわけではない。したがって，不平等の尺

度を変えても，結果は一般には大きくは修Il：さ

れない。

不平等尺度にかんしていえば，前節で述べた

絶対的格差の側面はほとんど落とされてきた。

それは，これまで中国の人ロ・労働移動にかん

する本格的な定量的研究がなされてこなかった

ことにもよるのであろう（注14)。事実としては，

省間の相対的格差は縮小してきても，絶対的格

差は著しく拡大してきている。労働移動の全て

IO 

の決定要囚が絶対的所得格差だとは断定できな

いが，田淵隆俊が日本のタイムシリーズのデー

タを使って発見したように．所得格差こそが人

ロ・労働移動を決める恐らく最も打力な要因の

ひとつなのかもしれない（注15)。そうであるがゆ

えに， 1980年代以降，内陸部から沿海部へ，都

市から農村へ，大贔の労働力が「吉流」となっ

て，あるいは「民I潮」として移動しているの

であろう。しかし，中国における人ロ・労働移

動要因は所得の地域間絶対的格差だけなのか．

この点は地域間所得格差の縮小・拡大メカニズ

ムに関連して次節で再び取り上げることにする。

第 4に，省間の格差ではなく，省内の地域格

差はどうだったのだろうか。これにかんしては，

A・カーン(Khan)たちによる1988年令国家計調

査をもとにした優れた分析がある (ii」6)。これは

家計単位での格差であり，われわれが次節で計

測する県（ないしは1h)間の格差とは違うが，彼

らによれば農村における格差の最も大きかった

のは天津（ジニ係数0.394)と江蘇（同0.383)であ

り，上海 (0.222)．江西 (0.230)．湖北 (0.231)

は最も小さかった。ただし．彼らの分析からは．

省内の行政単位としての地域間格差の動きにつ

いては分からない。 S・ハウズと A・フッセイ

ン(HowesandHussain)は．全中国2200県余り

の1人‘ーりり農村純生産物 (1980年価格）にかん

して県間の農村所得格差を計測しているが．そ

れをもとに議論が十分展開されているわけでは

ない(ii17)。すなわち， 1985年から91年まで，県

間の格差はほぽ一貫して拡大してきており．農

業生産においてさえその傾向が見られる。ただ

し，彼らのデータの扱い方．実質化の方法など．

この論文では詳細は不明であり．単なる参考に

止めることにする。
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むしろ S・ロゼル (Rozelle)がil蘇省について

行なったように，県間．郷間．それに村間とい

った農村内部の格差にかんする実態分析の方が

はるかに水準が高い。すなわち彼は省内64県の

1983~89年における県間格差と，興化県と高郵

県内部の計31郷の郷間格差，それにそのなかの

3郷の計40村の村間格注を要因別に分析し，県

間格差が最大であること，また格差を決定する

のが農村工業化であることを見出した（注18)。惜

しむらくは時代がやや占いのと，格差の指標に

農工業総生産額を用いるなど，彼の分析には方

法上の難点がいくつか見られる。第III節におい

て，われわれ自身江蘇省をはじめいくつかの省

を取り上げ． もっと別の角度から省内地域間格

沿を見てみることにしよう。

第 5に．たとえ省間格差をとるにしても，決

して全ての階層で格苑縮小の傾,,,Jが見られるわ

けではない。周知のように，中国では都市間の

格差はきわめて小さい。なぜなら．都市におい

ては国有部門あるいはそれに連動した集団部門

が優勢であり．彼らの間ではもともと収入格差

は大きなものではなかった。ところが農民ない

しは農村間の格差は比較的大きく．これが改

吊・開放以後どのようになったかは，実証すべ

き大きなテーマである。たとえばy.y・クエ

(Kueh)は，農民の 1人当り純収入ならびに支出

が1980年代初め以降不平等化してきたことをア

トキンソン尺度により実証している (it19)。さら

に彼は， 1978~86年間に農lものエンゲル係数の

はらつきは拡がり，翌かな省ほと低下し，貧し

い省ほど変化しない1i実を見出している。これ

らの点は，貧しい地域では殷業が主体の産業構

造をもっているから，産業構造を変えない限り

豊かな地域との所得格差が開いていくことを示

中国の地域格芹とその構造

唆している。ある意味で，中国の地域格柁問題

の核心は農村内部の不平等問題だといってもい

いすぎではない。中国の抱える構追的難題であ

る農村問題と地域格差問題とは，実は同根だと

いえよう。

総じて，従来の研究の多くは省間格差，とく

に客観的で柑対的，しかも所得を中心とした格

差に分析の直点が置かれていた。そのうえ，不

平等尺度の選択にかんして明確な哲学に欠け，

たた闇言にジニ係数や変動係数で格差を計測す

るといった傾向が強かったように見受けられる。

まして地域間格差の発生原因や，その縮小・拡

大メカニズムにかんする議論は一部の例外を除

けばほとんどなされておらず，あったとしても，

以卜第 V節でも指摘するように多くはきわめて

単純な分析に終始していた (1t2(））。

そこで以下では，従来取り上げられてこなか

ったか，あるいは比較的手薄な中国の地域格差

問題のいくつかの側面について，試論的分析を

行なってみることにする。

（注 1) たとえば，以下のような文献を参照。国務院

発展研究中心編『九十年代中国西部地lX＿経済発展戦略』

北点 華見出版社 1991年／馬洪・房維巾 t編『中国地

区発展勺産業政策』北京 中国財政経済出版社 1991年。

後者は総ベージ数1414ページにも達する大片である。あ

るいは，ごく最近出たものとしては，日本の総合研究開

発機構が支援した研究課題の成果である，国務院発展研

究中心発展預測研究部編『関於中国地区発展戦略的研

究』（内部出版） 1993年などがある。

（注 2) Jeffrey G. Williamson, "Regional Inequal-

1ty and the Process of National Development: A 

Description of the Patterns," Economic !Jevelop-

men/ and Cultural Change, vol. J:l, no. 4, Part 2, 

July 1965. 

(ii_:｝) たとえば，インドを対象にしたマトゥールの論

文を参照。 AshokMathur, "Regional Development 

and Income Disparities in India: A Sectoral Anal-

ll 
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ysis," Economic Develo加 entand Cultural Change, 

vol. 31, no. 3, Apr. 1983. H本における池域格月とその

変動にかんしては．たとえば以下のような文献を参照，9

西岡久雄「す地・地域構造と所得格差および地域開発』

内外出版 1994年第9章／沢井安勇『地域の経済と空

間J ぎょうせい 1991年第3章／篠原で代平『日本経

済の構造と政策』筑序書房 1987年なと、

（注4) Thomas Lyons, "Interprovincial Dispan-

ties in China: Output and Consumption, 1952-1987.'' 

Economic Develo加 entand Cultural Change, vol. 39, 

no. 3, Apr. 1991. 

（注5) 楊偉民「地区間収入差距変動的実証分析」

（「経済研究』 1992年第 1期）［9

(it6） 梵林純人＾「中国の地域開発戦略の課題」（丸

山伸郎編『長江流域の経済発展一ー中国の市場経済化と

地域開発 』アジア経済研究所 1993年）／村進「中

国経済の市場化と地域政策の課題」（石原享一編『「社会

l義市場紆済」をめざす中国 一その課題と展甲-]

アシア経済研究所 1993年）／渡辺利夫『社会主義市場

経済の中国』講談社 1994年／魏後凱「論我国区際収人

祐巽的変動格局」（『経済研究』 19924'第4期）9/呪軍華

「『中国の地域経済格差と地域経済開発に関する実証的研

究』の概要」(『NIRA政策研究』第 7巻第 7号 1994 

年7月） ／総合研究開発機構編『中国の地域経済格差と

地域経済開発に関する実証的研究』 1994り．／朱炎「地域

経済構造の実態ーー地域間格差の実態とその原因一ー」

（アジア社会問題研究所「中国の経済成長と地域発展に

関する調育研究』産業研究所 1994年）などを参照c そ

の他栗林純夫「転換期を迎えた中国の地域経済政策」

（同組『中国の地域経済一一沿海から内料へ 』日本

貿易振興会 1994年）や，同「経済発展と地域格差の動

向」（『経済セミナー』通巻476号 1994年9月）などか

ある。

（注 7) たとえば，叶芳和 r赤い資本主義・中国—●●

2lttt:紀の超大国一ー』東洋経済新報社 1993年かそうで

ある。

（注8) ただし，その種の格差の拡大は深刻というへ

きほどのことでもないように見える。たとえば内陸の］

人？iり国民収入を 1とすると，沿海地lメ())それは1980年

の1.60から86年の1.68へ上昇し， 90年には1.62に下がっ

ている。もちろん，すぐあとで議論するように，問題は

柑対的格差ではなく，絶対的なそれであるとするなら，

内陸と沿海との差はますます広がってきている。

I2 

（注9) 張曙光「関於地区経済差異変動的一種解釈」

（『経済研究』 1993年第9期）。

（注10) たとえば，経済企画庁調査局海外調査課「中

国拡がる地域間所得格差」（高柳靖f執筆） （「経済月

報』 1995年4月号）参照。

（注11) 加藤弘之「中国の市場経済化と地域格差」

（『国民経済雑誌』第171巻第4り 1995年4月）参照。

（注12) Kai Yuen Tsui, "China's Regional Ine-

quality, 1952 1985," Journal of Com/}(untive I~、(（）nom

ics, vol. 15, 1991,および崖啓源「測算中国省際地区差

涅的問題」（劉樹成ほか主編『中国地区経済発展研究』

北京中国統計出版社 1994年）参照。

（注13) 呉軍華 r『中国の地域経済格だと地域経済開

発に閃する実証的研究』の概要」参照。

（注14) 絶対的格差を取り上げたのは，恐らくライオ

ンズの研究しかないであろう。 Lyons,"lnterprovincial 

Disparities in China...＂参照。中国の労働移動や人

口移動にかんする研究としては、たとえば加藤弘之「農村

工業化，都市化と人口流動—-1980年代中国の経験一ー」

（中兼和津次編『講座現代アジア第2巻近代化と構造

変動』東京大学出版会 1994年）／孟建軍「中lりにおけ

る人口流動」（『計画行政』第16巻第 1号 1993年1月）

などを参照，

（注15) 田淵隆俊「地域間所得格差と地域間人口移

動」（『地域芹研究』第17巻 1987年）。

（注16) Azizur Khan et al., "Household Income 

and Its Distribution in China," in The Distri加tion

of Income in China, ed., Keith Griffin and Zhao 

Renwei (New York: St. Martin's Press, 1993). 

（注17) Stephen Howes and Athar Hussain, 

"Regional Growth Patterns in Rural China" (paper 

presented at the International Conference on 

China's Rural Reform and Development in the 

1990's, Beijing, on December 3-6, 1993)参照。

(IIJS) Scott Rozelle, "Rural Industrialization 

and Increasing Inequality: Emerging Patterns of 

China's Reforming Economy," Journal of Compara— 

five Economics, vol. 19, 1994, pp. 362-391. 

(/U9) Y. Y. Kueh, "Food Consumption and 

Peasant Incomes in the Post-Mao Era," China 

伽 arterly,no. 116, Dec. 1988. クエはこの論文0)なか

て格差決定要囚のひとつとして天候や自然災害を挙げて

いる。
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（注20) 経済企画庁調査局海外調査課「中国：…••'」,

および加藤「中国の市場経済化と……j はそのうちの例

外に属するといえる。前者は資本集約痩と人的資本の蓄

積を，後者は市場化の進度，地域選別的な開放政策，そ

れに財政を通じた政府介入を格差のメカニズムの中心的

要素に据える，，ただし，これらの要素は全て，のちに取

り上げるわれわれの地域格差変動モテルのなかに吸収可

能である。

III 省間の主観的所得格差と絶対的格差

「はじめに」でも述べたとおり，地域格差は

さまざまな尺度や基準で計りうる。ここでは，

これまでほとんど注目されてこなかった「主観

的格差」と絶対的格差に焦点を当て，省間格差

の実態の一側面とその推移を見るとともに，併

せて人口移動にかんする所得格差のもつ効果に

ついて見てみることにしよう。

1. アトキンソン尺度による格差の推移

周知のように，アトキンソン尺度は不平等回

避度 E(degree of inequality aversion)を動かす

ことによって，所得階層（ここでは地域）の下

位にあるものの相対的地位を上げることができ

るぼ l)。したがって， Eを大きくすることによ

って，下｛初所得層のt:観的不平等感を，少なく

ともジニ係数や変動係数に比べてより的確に表

中国の地域格差とその構造

すことが可能になる。いうまでもないことだが，

ごの Eは純粋に階層・人々の意識や評価を表し

ているものではない。しかし， fを大きくする

ことによって格差が拡大することが見出せるな

ら，下位に属する階層の主観的不平等度が増大

したと解釈することはあながち不合理ではない。

ごこでは， fを1から16まで動かしたとき， l 

人当り実質国民収人のアトキンソン尺度でとっ

た1978~92年の中国の省間所得格差がどのよう

に変化するのか調べてみよう（o&1参照）。

この表から明らかなように， Eが高くなるに

つれて 1~平等度は上昇していくが， しかし時間

的経過を見ると， 1985年頃を境に， 1ないしは

2といった Eの値の小さい尺度では不平等度は

ほぽ安定しているのに対して， tを大きくし，

それゆえ所得の低い地域により大きなウェイト

を付けたさいには格差は拡大する傾向が見られ

る。このことをよりはっきりさせるために，

1978年の尺度を100とする指数について各 Eの

値ごとにグラフに描いてみた（図 2参照）。 Eが

lないしは 2のとき， 1992年になっても78年の

水準に戻ってはいないが， tが 4以上になると

88年にすでにその水準に達している。いいかえ

れば，近年中国の終しい地域では地域格差が拡

大したと t観的に感ずる十分な根拠かあるとい

表 1 1人‘りり実質国民収入のアトキンソン尺度（省間格差）

£
 

2

4

8

6

 
ー

••••• 
00000 

1989 1990 1991 1992 

0.081 0.078 0.078 0.082 

0.265 0.257 0.258 0.276 

0.355 0.346 0.346 0.376 

0.453 0.442 0.434 0.473 

0.534 0.524 0.527 0.559 

（出所） 図1と同じ。

（注） fはイ豆平等回避度を表すQ

13 
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図 2 省間格月の動き (I人‘liり実'ti国民収人

(/）アトキンソン尺度： 1978り：^→ 100)

110 
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（出所） 表 1より(|算して作成，

／
 

えよう。いうまでもなく， fを大きくすればす

るほどアトキンソン尺度は近年 t昇し，賛困地

域の感ずる格差感はさらに強まっていくが，吏

際には tが4以上では大した差が出てこないこ

とが分かる＼」

所得は令所得 uと農業所得 1/(1， 1]．．菜所得 I/99

それに残差であるその他の所得 ，1/。に分けられ

る。そこで，各所得要素別に同様にアトキンソ

ン尺度をりr算してみよう。個々の数値を掲げる

のは煩雑になるので止めるが，結果だけを述べ

れば次のような傾向が見られる。すなわち、農

業所得ては tか小さいほど格差は拡大している。

次に， T業所得では tが小さいほど格差は拡大

傾向にあり， tが大きいとほとんど尺度は変化

しなくなかそして，その他の所得では fが小

さいと変動は小さく，大きくなるにつれ激しい

変動をホすようになるが，傾向として格差は拡

大しつつある。

2. 2地域間の相対的格差

しかし，人々は社会令体の所得配沼を見て，

自分の階層がどこに位償しているかを認識して

はじめて不平等を意識するわけではあるまい。

一般にはある特定の階層に対してのみt観的に

不平等度を強く感じるように忠われる。つまり，

ライバルの階層や集団が準拠枠として存在して

いると見た方が現実に即しているように思われ

る。地域格凡にしても1nl様なことがいえるだろ

ぅいそこでアトキンソン尺度ては表せない 2地

域間の相対所得の動きを見てみることにしよう。

ここでは安徽省と江蘇省，湖南省と広東省，そ

れに四川省と広束省の 3つの対（ベア）をとり，

|iiii地域の絶対的格差を全国平均所得で規準化し

た値を採用することにした。なぜこれらの地域

を選んだかといえば，内陸部と沿海部，発展し

た地域と遅れた地域との対比を， とくに労働移

動の面から見て用要と思われる地域にかんして

見てみたいからである。結果は表 2に掲げられ

ている，

この表から次のような事実を見出せる。ます，

江蘇省と安徽省とのペアでは，この15年間， 1989,

9(）年を除いて一貫して格差は拡大してきた。そ

れに対して広東省と湖南省，広束省と四川省と

0)ペアでは1983年以降—f貫して格差が拡大して

きている。こうした格差0)拡大は背然労働J)や

人口の移動を引き起こすと考えられる。たとえ

は，安徽省の農民は近隣の江蘇省0)牛活水準と

の格差を感じて江蘇省へ移動したく考えるであ

ろう。同様に，湖而省や四川省からは身近な仏

束省との経済的距離を測って移動を決意するで

あろう。両地域から広東省への労慟移動は，恐

らく 198(）年代半ばから急速に進み始めたのでは

なかろうか。しかし実際に所得格芹が労働移動

を'1Iき起こしたのかどうか，それはあくまでも

実Iii|：すべき課題である。そこで，中国で労働か

14 



1996020017.TIF

1996doc  99.7.12 6:45 PM  ページ 103

中国の地域格差とその構造

表 2 2地域間所得格差の推移

:/ ~ ~ ~ ~ ~ ~ I ~ ~ 00019.．.75加39 1 1 ..  二I~ ~ ~ ~ ~ ~ 00~ l~ ~ 袂._~ ~;451ヽ4・26 30~ ~ 3 ~ ] ~ ~ ~ ~ ~ L I 98'戸I 19 

1978 1980 1981 1983 1 85 

江蘇／安 0.435 0 0.520 0.540 0.624 0 678 

広東／湖 0.224 8 0.316 0.355 0.307 0 402 

広東／四 o.338 ~o o.387 o._4_34 I o.381 o 41~ 

~』ヽ-→1986 u 987 I 19 ：□ ， 1989 □゚.:~6一70 1991 1992 

広東／湖徽 I・・ 0.416 .188 0. 0.614 0.797 0.924 
江蘇／安 0.697 .717 0. 0.723 0.819 0.944 

広東／四南□ 。．447 .516 0. 0.637 0.812 0.920 

（出所） 図 lと同し，9

（注） 砂所得省と低所得省との 1人‘片り‘だ質国民収人の絶対的格差を，全国平均値で規準化した値を

示す。

どのようなメカニズムで移動するのか． もう少

し詳細に見てみることにしよう。

3. 人口移動関数の計測

中国の労慟移動は一体どのような要因によっ

て決定されるのであろうか？ 労働移動にかん

する全国レベルの詳細なデータ，とりわけどの

地域からどの地域へ何を目的として移動するの

か，詳しいデータを和こしていない現段階では，

人ロセンサスデータから労働移動の決定要因を

探るという，やや迂遠な方法を採らざるをえな

い。こごでは以下，次のような方法によって中

国における人口移動の決定要因を調へてみよう。

まず， 1990年人ロセンサスからとの省市区か

らどこへ人口が（過去 5年間に）正規に流れた

のかが分かるから，その移動人口数を移動元の

省市区人口総数で割り．「人口移動比ギ」（百分

比）とする。もちろん， この人口移動には婚姻

や家族関係に伴う非経済的移動も含まれるが，

出稼ぎや就職といった経済的要因がかなりの部

分を占めていることが分かっているから，それ

により労働移動関数を推定・推測することは必

ずしも不合理ではない。いうまでもなく，非正

規0)人口移動はこれによっては押さえられない

から，ある地域の実際の人口移動は， もしかす

るとセンサスデータの数倍にも達していよう。

しかし「非合法の」人口移動は正規のそれに比

例すると考えれば，正規の人口移動をもとに分

析を進めることはあながち不適当ではなかろ

う。なお，サンプル数をあまり大きくしないた

めに移動数が1000人未満のケースは無視する

ことにした。それでもサンプル数は 187にも達

する (IE2)0 

次に，人口移動の決定要因の候補として，（1)

所得格差，（2）成長率格差，（3）物理的，心理的距

離を考えよう。第 1の要因は説明の必要はない

であろうが，ここでは相対的格差と絶対的格差

0)2つの尺度を用意した。われわれの仮説では，

人口移動（より正確には労働移動）は相対的格差

よりも絶対的格差によって引き起こされる。

他の 2つの要因については若干コメントの必

要があろう。まず成長率格差であるが，人々が

何らかの経済的理由によって故郷を離れ，異境

に行く場合，単に現在の収入格差ばかりではな

く行き先の将来性に期待し，よりダイナミック

巧
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に発展している地域ほど魅力的に感じるであろ

う。またそうした地域では厠用の場をより容易

に確保できると期待できる。したがって，成長

率格芹が大きければ大きいほど人口移動率は高

くなると想定できる。こごでは，実際には1985

年から90年までの 1人当り実質国民収人成長率

(90年国民収入／85年国民収人）を変数にとった。

次に物理的距離であるが，他の条件を一定と

して．遠ければ遠いほど移動コストは高くなる

から移動率は低下するはずである。しかし，交

通手段が発達した今H，単なる物理的距離は決

定的な移動阻害要因になるとは思われない。む

しろ同郷の人間が多いとか、』莱が近いとかい

った心理的距離の方が重要であるように思われ

る。それは移動のための情報取得費用なと，種

々の取引費用を軽減してくれる。そこで．隣接

省であるとか，あるいは隣接省ではなくとも，

東北地区とか華北地区といった同一文化園に属

していると考えられる場合は 1，それ以外をゼ

ロとする距離のダミー変数を導人する。したが

って，ダミー変数の回帰係数は当然正であると

期待される。

人口移動関数は単純な線形関数とし，通常の

最小 2乗法 (OLS)によって回帰式の当てはめを

行なった。結果は表3にまとめられている。こ

こでケース 1は，所得格差に移動先の 1人当り

実質国民収入から移動元の 1人当り実質国民収

入を差し引いた絶対的格差をとった場合，ケー

ス2は，所得格差に移動先の 1人当り実質国民

収入を移動元の 1人当り実質国民収人で除した

相対的格月をとった場合．ケース 3は，所得格

差指標を外した場合をそれぞれ表す。

この表から， また関連して行なった種々の回

帰分析から，次のような結論が導かれそうであ

I6 

表3 人口移動関数の推定
―・マ ・一

ケース l ケース 2 ケース 3

切片 I. 9031 * 1.7466 2.5626** 
(].6326) (1.1907) (2 556~) 

所得格差

(I)絶対的格差 0.0009 
(I !069) 

(2) tIl対的格凡 0.3184 
(0. 7628) 

成K；年格差 0.1851** 0.174.5** 0.1631** 
Cl.0843) (2.9746) (2.878°1) 

距離ダミー 10.5067** 10.5984** 10.4743** 
(5.0847) (5.1049) (5 Ofifi5) 

決定係数 0.1543 0.1513 0.1486 
F値 11.1294 10. 8775 16.0618 

（出1-ifr) 国務院人l]晋査弁公室・国家統計9吋人
口統計司編『中国1990年人口普査資料』北
京中国統計出版社 1993年第4冊表
II,および国家統計局編『中国統叶年鑑』
北京 中国統計出版社 各年版，をもとに
頂者作成，

（注） かっこ内は t値．＊＊は 1％仕意を．＊は
5％有意をそれぞれ表す。

る。第 1に，所得格差は人口移動の決定的要因

ではなく，成長率格差や物理的，心理的距離こ

そ中国において人口移動を支配する主要な要因

である。ちなみに圃要因の回帰係数の t値はき

わめて高く，十分1:；有意水準を確保している。

第2に，有意水準は閥くはないのであるが，所

得格差も絶対的格差の方が相対的格差より有意

性が縣いことである。人lJ移動には非経済的移

動も含まれるので，仮に労働移動だけをとった

とすれば，絶対的格差の有意水準はさらに上昇

する IIJ能性が高い。したがって，現段階では，

労働移動を決定するのは相対的格差よりも， ど

ちらかといえば絶対的格差であるというわれわ

れの仮説は十分検証できないが，いずれ関連デ

ータが入手できれば支持されるかもしれない。

第3に，この表には直接示されていないが，所

得格差に1985年のデータをとると有意性が低下

するばかりか，係数はマイナスとなり，常識と



は異なる結論が得られた。このことは， 1985年

に比べて90年には人口移動がよりたやすくなる

ように所得格差が「経済合理的」に開いてきた

ことを示唆する。あるいは，成長率格差が作用

し， 1990年に格差が大きくなるような地域，た

とえば広東省に対してその間急速に人口移動が

進んできたのである。

ただし，こうした結論にはさまざまな留保が

付けられなければならない。たとえば所得格差

に国民収入をとっているが，人ロ・労働移動に

は賃金格差や消費格差の方が適切であったかも

しれない。さらに，上述したように，地域間の

生計費を比較可能にするようにデフレートされ

ていない。あるいは，人口や労働力の質や性格

が全く考慮されておらず，移動関数も単純なも

のに止まらざるをえなかった。そのうえ，以上

はいずれも人口移動が被説明変数となるモデル

であった。しかし現実は双方向的であり，移動

の結果として送金が開始され，また労働需給バ

ランスが移動元と移動先の双方で変化するため

に，所得格差も変化するであろう。しかしそう

したダイナミックな人ロ・労働移動と所得格差

のメカニズムの分析には，今後とも一層のデー

タ収集と研究の蓄積とが必要になってこよう。

（注1) Anthony Atkinson, "On the Measurement 

of Inequality," Journal of Economic Theory, vol. 22, 

1970, pp. 244-263.なお，ジニ係数でも同様なことは可

能である。 ShlomoYizhaki, "On an Extension of 

the Gini Inequality Index," International Economic 

Review, vol. 24, no. 3, Oct. 1983参照。

（注2) データは，直接的には国務院人口普杏弁公室

•国家統計局人口統計司編『中国1990年人口普査資料』

北京中国統計出版社 1993年第4冊表11よりとっ

た。この分析のアイデアは．孟建軍「中国の改革・開放

と人口流動」（『アジア経済』第36巻第 1号 1995年1

月）に負っている。ただし．データの取り方や説明変数

中国の地域格差とその構造

の選び方などには，今後相当改良すぺき余地がある。

N 省内地域格差

先に見たとおり，中国の地域格差にかんする

従来の分析は省間格差にほとんど終始していた。

前節までの分析も省間格差に止まっていたが，

以下の分析では省内格差に重点を置くことにす

る。その理由は次の 3点にある。第 1に，省間

ではあまりにも条件が違いすぎ，のちに取り上

げるように地域間格差決定要因の分析をきめ細

かく行ないにくいことである。たとえば上海市

と西蔵（チベット）自治区，北京市と新彊ウイ

グル自治区との違いは，地理的にも歴史的にも

あまりにも大きい。第 2に，省間格差はせいぜ

いサンプル数が30（最近年を別にすれば，実際上

データがとれるのは海南省，西蔵自治区を除く 28)

しかないのに比べて，特別市は別であるが，省

内の県や市を単位とする格差では，数十あるい

は大きい省では 100を超えるサンプルをとるこ

とができ，統計的分析を行なうのに都合がよい

からである。第 3に，省間格差と省内格差が果

たして連動しているのかを調べる必要があるか

らである。もし連動しているとするなら，中国

のほぼ全域で地域格差は同一方向へ動いている

と判断できよう。逆に連動していないとすると，

省間格差は縮小（拡大）したのに省内格差は拡

大（縮小）したことになり，地域格差のもつ意

味はどちらのケースであるかによって大きく異

なってくる。

省内格差とはいっても，データの関係上県・

市間格差がここでの分析対象である。それより

下のレベルの，たとえば郷鎮や村レベルの格差

については，ロゼルが行なったように個別事例

I7 
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の分析にIrまり， 一般化するにはデータ不足て

ある。とはいえ県間の格先てあっても．長期に

わたる地域別デフレーターがなく，せいせい数

り・分の「実質総生I年」の数伯しか得られない。

そのために名Hi直による格差指椋にしとして依

存せさるをえないか，省間に比べれば価格差の

影曹は比較的小さいであろう。

l 省内地域格差の動き

試みに中国農村改箪の発祥の地である安徽省

を取り tげて，その省内地域格差の実態を押さ

えておこうり公表統計はせいぜい県およびrtiレ

ベルに限られるから、その範囲で考えられる，

またとりうる省内格芥（シニ係数）をfft窮して

みよう (;(4参照）。なお，ジニ係数は屯純に

1人‘片り平均伯をもとにit算しており．人口に

よるウェイトを付けてしヽない（以ト-, |IIl様），ま

た，農村社会総牛産額 (GVRS(）)から農業総牛

産額(、(;VA(））を差し':llいたものを非農業総牛産

額 (GVNAO)と定義し，各々にかんする単純ジ

ニ係数（生産額全体のジニ係数と詞しく，そのI祈

得油呆で 1人‘’iり牛産額の邸いものから順に並べ

た時に求められるジニ係数をとりあえずそのよう

に呼ばう）も掲げられているが（表 4第 3, 4 1i)， 

いうまでもなく，向ジニ係数を各々の牛産額て

ウェイトして足し合わせても， 1人背り殷村社

会総生産額のジニ係数に等しくならない。

この表から以ドのようなことが分かる。まず，

ジニ係数の大きさは GVAO<GVRSO<GVN

AOくGVRIO（農村 1菜総牛廂額）となっている。

すなわち， 1人‘'iり農業総生産額の地域格差は

晟も小さく，逆に 1人背り農村工業総生産額の

地域格差は最も大きい。さらに， GVAO<NV

A(）（農業純牛洋額）であり，都巾の平均貨金格

斧（弟 8行）は農村格位よりはるかに小さい。

次に地域格差の動きを見てみよう。第 1に．

1人‘'い）農村社会総牛産額で見た安徽省農村社

表 4 な徽省内地域格凡の動き（シニ係数）

1980 1985 I 1987 1988 | 1989 | 1990 1991 

(1) 農民純収人 0.222 0.200 

(2) 農村社会総生！充額 0. 176 0.207 0.221 0.226 0.231 0.249 

(31 農業総生庁額 (）. 1 53 0.144 0.154 0.165 0. 164 0.164 0.165 

14) 非農業総1頂t額 0.358 o.:ff{ 0.378 0.382 0.384 0.382 

(:,) 農村＿［業総牛産額 0.39:l (）．396 0.407 

(6) 農架純1：南額 0.149 0.164 0.181 0.181 0.184 0.208 

(7) 'J:i質閃業総牛序額 0.154 0.152 0.154 0.152 0.147 0.149 

(8) 部Ifi‘ド均賃金11 0.051 (）．0592) 0.069 

（出所） 1980灯は〈安徽経済り鑑〉編輯委H会船『安徽経済年鑑 1985』合肥 ‘女＇徽省新華内 /,I;

1985隼より、，1筍。 1991年都11i平均貨金と農民純収入は安徽省統計局編『安徽統計年鑑 1992』

北京 中国統社出枷ti 1992年，より，；I籾，それ以外は国家統~t屈農村社会経済統；寸司編『中

国分県農村経済統―』概要』北京 中国統社出版社 各年版，より叶筍。

(ti:） ］） 部巾部門0)職員労働者の平均t1金
2) 1984年の数値。

I8 
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会の地域格差は1985年から確かに拡大してきて

いる (1五j表第2行）。それは1985~88年て拡がり，

88~90年で緩やかに拡大し， 91年になると再び

大きく拡大する傾向を見せてきている。

第2に，農業総生産額で見ても（第3行）非

農業総牛洋で見ても（第 4行），いずれも 1985年

以降緩やかに格差は拡大してきている。農業総

生産額ではなく純生産額で計ってもほぼ同様な

ことがいえる（第 6fi)。

第3に，ただし，実質的な生産格差はほとん

ど変化していない（第7行）。価格指数のデータ

が正しいとして，これは農業生産の拡大が主と

して食糧以外の作物や家畜，果物などによるも

のであり，それら生産物の価格は食糧より高く．

したがってそうした生産に力を入れている地域

では「実質的に」所得はそれほど増加していな

いことになろう。残念ながら実質農村社会総生

産額のデータは得られない。

第4に，他方農民純収入でとると（当年価格

の）生産額から見られる格差拡大の傾向は看取

できないが（第 1行），データがわずか 2時点と

少なく，しかも1980年のデータが，それ以降の

ものに比べ統計上あまり信頼できそうもないこ

とから，これはあくまでも参考に止める。農民

純収入と 1人当り農業純生産額との邸い相関性

を考慮し， また 1人当り農業総生産額において

はその間格差は一時期大きく縮小したものの

1985年以後拡大していることを考えれば，農民

純収入においても格差はこのほぼ10年間におい

て拡大してきたと解釈すべきであろう。ただし，

所得レベル， とくに農家の可処分所得0)地域間

格差を調べるには．最終的には家計調介データ

を使うしか方法がな<,今後の大きな課題であ

る。

中国の地域格差とその構造

第 5に．農村工業総生産額のデータが得られ

るのは1989年以降であるが，それを見ても農村

内の所得格差を拡大する大きな要囚が工業部門

にあるらしいことが分かる。しかも，農村工業

生産格差は1989~91年間に若干拡大してきてい

る(})である（箱 5行）。

第6に，都市部門の職員労働者の平均賃金の

地域間格差は小さく，また1980年代から91年に

かけてわずかしか拡大していない（第8行）。こ

れは、農村よりも都市において，少なくとも見

える所得では格差が小さいことを暗示している。

こうした農村内の地域格差の傾向は，安徽省

に限らず他の地域においてもほぽ同様の動きが

認められる。ちなみに，貴州，山東，湖南，映

西，河北，広東および江蘇の 7つの省の省内地

域格差の動きを見てみよう（表 5参照）。ここで

は1992年まで(})1人当り名目牛産額しか計算さ

れていないが，大体の傾向を推し量ることは可

能である。

この表から次のようなことが観察されるっす

なわち，第 1に，沿海部の山束，江蘇，広束の

GVRSO（農村社会総生産額）は，貴州，湖南．

映西といった内陸部のそれに比べ，格差が大き

い。しかし GVNAO（非農業総生産額）について

は．広東，江蘇といった「先進地域」では確か

に内陸部のそれより格差は大きいが，山東省の

値はそれほど大きくはない。とりわけ印象的な

のは広東省と江蘇省における格差の絶対的大き

さである。他の地域を引き離して，非農業と農

村社会総生産額の全てにおいて他の省より（単

純）ジニ係数が高い値を示している。いうまで

もなく，それは非牒業生産の拡大とともに，よ

り正確にはその結果として起きたものである。

広東省の場合，農業においてさえ他の省よりも

19 



1996020022.TIF

1996doc  99.7.12 6:45 PM  ページ 108

表 5 その他のいくつかの省0)地域（牒村）内単純ジニ係数の動き

1985 1987 1988 1989 1990 1991 1992 

汽州省 GVAO 0.127 0.154 0.175 0.171 0.160 0.162 0.172 
GVNAO 0.342 0.336 0. :{49 0.382 0.387 0.387 0.408 
GVRSO 0.110 0.169 0.186 0.194 0.180 0.191 0.206 

lll東行 GVAO 0.157 0.170 0.215 0.211 0.225 0.242 0.281 
CVNAO (）．39 4 0.363 o.:{89 0.:378 0.383 0.391 0.402 
CVl{SO 0.225 0.235 0.278 0.277 0.297 0.311 0.348 

湖南省 GVAO O.Ul 0.147 0.15] 0.162 0. 173 0.155 0.216 
(；vNA(） 0.356 0.3B 0.398 0.412 0.420 0.421 0.486 
(；VRS(） 0. J,14 0.174 0.223 0.2:{7 0.243 0.237 0.32:{ 

快西省 CVAO 0.1-11 ()_ 179 0.172 0.181 0.171 0.180 0.178 
GVNAO 0.423 0.450 0.437 0.443 0.448 0.439 0.403 
GVRSO 0.20'1 0.256 0.231 0.216 0.237 0.252 0.257 

河北省 GVAO 0.151 0.202 0.201 0.216 0.177 0.192 0.215 
GVNAO 0.378 0.358 0.353 0.364 0.368 0.381 0.407 
GVRSO 0 207 0.240 0.2:19 0.262 0.251 0.271 0.3ll 

広東省 GVAO 0.225 0.264 0.225 0.101 0.247 0.215 0.259 
GVNAO 0.624 0.579 0.528 0.562 0.584 0.593 0.597 
GVRSO 0.413 0.417 0.:165 0.401 0.421 0.435 0.469 

il̂．蘇省 GVA0 0.128 0.128 0.134 0.141 0.132 0.141 0.15:{ 
GVNAO 0.577 0.529 0.5:B 0.521 0.525 0.551 0.616 
GVRSO 0.419 0.'.!97 (）. 4 08 (）．4 (）3 0.407 0.441 (l.S29 

（出所） 1985~91年は国家統計／，J農村社会経済統iIn]組『中国分県股村経済統叶概要』北点 中国

統叶出！版社 各{I版より，；十算， 1992年はr,Il絋 l中国県鎖年鑑 199:{』北京 中国県鎖り：鑑出版

ti 1993年より；寸算，9

（汀）（I) GVAO, GVNAO, GVRSOはそれそれ 1人‘りり農業総1痒額．非農業総牛廂額．農村

社会総牛丙額を表すC，いずれも名ll値。
(21 ／入束省U>l989り0U)GVA(）に絡む値は異常である，，恐らく'•中国分県農村経済統；；十概要JI

の数字の一部が謀，；d人されたものと忠われる｛、また，山東省の長島県O)GV AO, GVRSO伯

は楳常に閥く，もしその県だけ省かれるなら、ジニ係数のi直は違ってくる 0 1992年の郷村人

口は9]年0)それを用いた また． 1992年は—名；祁 0) 県のデータが欠けている。

係数の値は高い C，非農業牛1聡とくに農村l：業

が発展できる県や市はますます発展し，そのよ

うな条件の幣わない地域は逆に成長軌道に乗り

遅れてしまったといえる。

第2に、 ン守州省など比較的往しい省ほと一般

に地域間の経済格迂は拡大してきているように

見受けられる。ただし、 1沌西省では1987~92年

間に格斧はそれほど開いてはいない。次に，広

東省や江蘇省の数値が示唆しているように，沿

海部の忍速に経済発展した地域でも域内の格差

は拡大してきているが，その傾向はこ 0)1, 2 

年で竹しくなってきた。もちろん，表 5の数値

20 

は名H値に甚づくものであったから，価格によ

るバイアスがかかっている可能性は否定できな

いが，こうした傾向を全て価格のせいにするこ

とはできないように思われる。なお，表 5では

農村L業総牛産額や都rti職員労働者の平均賃金

格差については取り tげられていないが，安徽

省とほぼ同様な結論が得られる。

もちろん，牛産レベルの格差は所得レベルの

格差に一致するわけではない。張躇光が実証し

たように，省レベルの格差は総生産額でとった

場合と「使用額」でとった場合とでは必ずしも

一致しない。しかし，地域のこれまでの成長）J
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や潜在的自律的発展能力を計るには生産レベル

の格差を見る方が優れているのも確かであろう。

またここでは農村内の格差を主に調べているの

であって，都市も含めた住民 1人当りの所得格

差を見ているわけではない。しかし上に述べた

ように，都市住民の格差は農民間のそれに比べ

てきわめて小さく，したがって農村内の格差か

ら全体を推察することは1'UJ能てはない。

以上の観察から次0)ようなことが確認できよ

う。どのような尺度をとろうがこの期間，とく

に1980年代の半ば以降多くの中国農村の所得格

差，より正確には生産力格差は，少なくとも省

レベル以下では徐々に拡大してきた (itl)。それ

はのちにも述べるように農業生産力もさること

なから，主に非農業，とりわけ非農業の中心で

ある農村工業の生産力格芹に依っている。

もちろん，農村内の格差はその地域全体の所

得•生産にかんする格差の一部であって，全て

中国の地域格凡とその構造

ではない。従来，省間格差を議論するとき 1人

、片り「国民収入」ないしは GNPを基準として

きたから，厳密にいえば省内の格差を取り上げ

るときにもそれに対応する尺度で測る必要があ

る。そのうえ，表 4. 表 5では1985~91, 92年

の傾向しか分からず． 80年代前半の情況につい

ては不明である。しかし．これまでのところ，

省内の， とくに県レベルの国民収人ないしは G

NPデータを時系列的に得ることは一部の省を

除けば難し<,またより長期のデータがとれる

のは一部の地区でしかない。ここでは試みに江

蘇省と貴州省にかんしてのみ調べてみた（表 6

参照）。

江蘇省にかんしていえば． 1978年から83年ま

で 1人‘11りの GNPのジニ係数は低下したあと．

その後杓I^•の変動はあるがあまり大きくは変化

していない。表5でも格差がはっきりと拡大す

るのは1990年以後であったから，表 6の統計は

表6 江蘇省・貴州省省内格差

a. 江蘇省省内格差（ジニ係数）198OII□|198 

0.388 I 0.350 I o.:n8 I (U 

1990 

0.348 

b. 貴州省省内格差（変動係数）

| 1980 
1人当り GNP I 0.5 

同国民収人 0.576 

同農民純収人

＇へ

,星87 3 I I如
1985 1986 1987 1988 

0.603 0.679 0.707 0.706 0.716 

0.576 0.678 0.698 0.700 0.735 

0.188 0.184 〇.170 0.192 0.232 
L- | "~ 

丘：：P口ェ：t：9：：、:Iー：
（出所） 江蘇省は礼蘇省統"tlfii組『江蘇四十年 1949~ 1989』北京 中国統計出版社 1989年．

および同編『江蘇省統計年鑑 1991』北京 中国統計出版社 1991年より。貴州省は1990年

までは〈貴州県情〉編輯委員会編『貴州県情』（上．下） 北京 中国統計出版社 1992年．

それ以降は貴州省統計局編『貴州統計年鑑』北京 中国統計出版社 各年版より。
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やや期間の点で問題が残る。他方竺州省の場合，

1人＿廿り GNPは1982年以降はほほ＾［？して格

差が拡大してきており，表 5の農村内部の動向

とほとんど一致する。 1人灯り農民純収人につ

いては1986年以後ほぼ一貫して格芹は拡大して

おり，貫州省において，とくに省内の農村内部

の所得格差問題が深亥1l化してきているらしいこ

とを窺わせる。ただし， このデータは晨家家計

調介から求められたも 0)であるから，地方レベ

ルのその種のデータの信頼性に杓十問題が残る

かもしれない。

結局，きわめて大雑把な結論として次の 4点

が指摘てきる，'(l）省内の全体としての地域格芹

は市場化と経済発展とともにやや拡大する傾向

にある。 (2)少なくとも農村社会総生産額で~t ら

れる域内農村間の格差たけは，非炭架，なかて‘

も1̂^ 業の発展に左布されてほぼ確実に開いてき

た。 (3)ただし，実質農村社会総牛産額のデータ

がとれない以 L 最終的な判断は留保されなけ

ればならない。 14)令国的に見て沿洵部の格差は

内陸部より大きいか，行しい地域ほと格先拡大

の傾向は別［著であるように見られる。

2. 省間格差と省内格差

限られたテータから判断する限り，省内地域

格差と省間地域格差はある程度連動しているよ

うに見受けられる。省間格芹が縮小して tヽ る時

期には省内格差も縮小し，あるいはイ達変に止ま

り，前者が拡大し始めると後者も拡大し始める

ように見える。たとえは表 5(j)悶業総牛産額

(CVA(_））のジニ係数と表 9 （後出） I})、(j (/Iu) ま

たは（； （いとを比べてみよう。設近になって

徐々に農棠所得の省間格差が拡がりつつあるこ

とが見て取れる。

しかしこの点を厳密に調べようとすると，令

22 

体の不平等尺度を所得源泉別の不平存尺度に分

解する方法を使うべきであろう。いま k個の地

域（ここでは省をとる）があり' .I/をその地域内

のいくつかの地域の所得の平均であるとすると，

豊田敬が見出したように，ある種の格梵の）｛度

g (lj)は地域間格差 g(d)と地域内格差，（／ （ljk) 

の 2つに分解できる。すなわち、

g(/i） =g(d) ＋ ~lぃ・ g(IIK) （l) 

ここで Wk は第 K地域の所得にかかるウェイト

を表す"t2）。一方， F・プールギニョン (Bour-

guignon) によれば， lじK の合壮が一定になる尺

度は＾般に使われている1可平等尺度のなかでタ

イル尺度だけであるという (il:！）0 

そこで実験的に次のような計測を行なってみ

よう。いま汁蘇省と安徽省の 1人Jiり促村社会

総生産額 (GVRSO)をとり， 1985~91年間に両

省O) GVRSOの省内格差と省間格差がどのよ

うに動いてきたのか，（ l）式をタイル尺度に適

用して淵べてみることにする。結果は表 7に掲

げられている。

訓省を統合して得られた全ての県・市の所得

格差（タイル尺度）は1989年以降拡大し始めた

（表 7())第 lfrまたは第 5行）。それは両省の経済

格斧を反映して， i［蘇省および安徽省内部(/)格

差より大きく (|,ilA(/）第 1行と第 2fr，弟：いを

比へよ），その動きは江蘇省のそれに支配され

ているいま仮に省間格差が全体の格社（珊誦

伯）に占める比半を省間格差寄与率と定義し、

その値を求めると， r,,J表第 6行のようになり，

この 6年間でほとんど動いていないことが分か

る。いいかえれば，省内格差と省間格芹はほぱ

連動しており，省間格沿が拡大したときには行

内格差も拡大していると見てよい，，このことの
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中国の地域格差とその構辿

表 1 江蘇省と安徽省の 1人当り農村社会総生産額（タイル尺度）
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含意は，中国全体の省レヘルの格差をit測した

とき，それによりそ〇）--級下のレベルでの格差

の動向をほぽ推察することが可能になるという

ことである。もちろん，以上の結論は江蘇省と

安徽省という隣接する 2つの省の，しかも農村

社会総生産額に限った場合のものであり，より それでは．このような地域間の所得や生産力

サンプルを増やし，中国全部の省にかんしても の格差とその動きは一体何によって説明できる

Income Inequality Measures," r:conometrica, vol. 

47, no. 4, July 1979 

V 地域格差決定要因の分析

そのようなことがいえるのか，また所得要因別 のであろうか。恐らく最も単純なやり方は，地

に見たときも同様な結論が得られるのか，今後 域格差，ないしは地域の所得•生産力を単純に

の課題といえよう。 地域の経済発展の関数とすることであろう。た

とえばH・チェネリー (Chenery)たちは産業構

(ft I) ここではシニ係数で計ったか， こうした地域

格庄の傾向は（ツォイかhなったように）が平等度を計

る尺度を換えても，得られる結論はほとんど変わらない。

ちなみに，タイル (Theil)の尺度で計った安徽省農村の

1人‘liり農村社会総＇t産額の格差は， 19855+の（）．022か

ら91年U)0.045に至るまで t1して上昇している。また

ウィリアムソンがやったように，人口規模でIJUili:平均し

た係数でとっても同じである (Williamson,"Regional 

Inequality. ..)。

(il:2) 豊田敬「所得分布の不平等度． 1,、F序度の比

較と尺度」（『国民経済』第l:H号 1975り）参照。ただ

し， gがジニ係数である場合，両地域の成員か元全に分

離されていなければならない。

（注3) Fran<;ois Bourguignon, "Decomposable 

造の標準パターン(standardpattern)という考え

を出し，世界各国が人口の大小に応じてある標

準的な工業化ないしは経済発展パターンをとる

ごとを見出したが（注 l)，このアイデアを応用し，

中国の省レベルの坪業構造の変化の標準パター

ンを見出そうとしたのがT・ シュエ (Hsueh)で

ある (it2)。

いま地域数を k，生産項Hを iとおき，かつ

簡単化のために生産関数は全ての地域で同一と

仮定すれば，チェネリー流のモデルではある地

域 Kの総生産．lJKは次のように表せる。
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.1/k-2fk, （匹． Nk)， 
(2) 

ここで .iJ.は地域 KO)平均所得水準， NKはそ0)

地域の人1]を表す。したがってこれを(1)式に

導人すれば，

g(_l/ ) =g(d)+~w•· g(~J., (/1．，ふ））
k 

(3) 

となり，生産格差が発展水準匹と人llNKとに

よって決められることになる。しかし，こうし

たアプローチでは中国の地域格差の動きが全て

人llと経済成長という「外化変数」によって決

められることになり，要因分析としては単純化

し過ぎとの謗りを免れない。

もうひとつ0)やり方は，全体のイく平等尺度を

要因別，あるいは所得源泉別のイ＜、ド等尺度に分

解する方法である。たとえばよく用いられる擬

ジニ係数を用いての全ジニ係数の分解も，基本

的にはこのような方法と発想に某づいている。

すなわち，所得 y0)ジニ係数を g(,1/)' その構

成要素である第 ipfr得の擬ジニ係数をり(li,）と

すると，以下の式が成り立つ。

g(.1/） ＝口 a,•り（い） (4) 

ここで（I,は所得//,のウェイトである。

試みに，安徽省の農村社会総生産額 (GVRSO)

の不平等痩を擬ジニ係数を用いて分解してみよ

う (A8参照）。単純ジニ係数と擬ジニ係数は決

して一致しないのが普通であり． もし全体の所

得が低い地域が非農業生産でそれを補おうとし

て．所得の高い地域よりも多くの非農業所得を

得ているなら．その所得の擬ジニ係数はマイナ

スにさえなる。ところがこの表と表 4第 4行

(GVNA(）)を比べると、単純ジニ係数でとって

も擬ジニ係数でとっても．大体同じ値であり．

かつ似たような動きをホしているから．一般に

農業生廂で豊かな県・市は非毘業生産でも比較

的鷹かであることがポ唆される (iIA）。ただしこ

0) Jj法では，厳密にいえば全体の所得不平等 g

位）が第 i所得の不平等によってどの程度もた

らされているのか．つまり所得要因別の寄与率

を求めることができない。

そこで．より厳密な方法でジニ係数を要因別

に分解したのは R・レルマンと S・イザキ (Ler-

man and Yitzhaki)であった。彼らは．1/および

1/,が連続変数であると仮定すると． g（いが次

のように分解されることを証明した旧・1)0

g位）＝2R,••q (_1/，） •S; (5) 

ここで R，は第 i所得要索と全所得との「ジ

二柑関」係数を． S,は第 i所得要素の全所得

に占める割合をそれぞれ表す。したがって．

凡• g(yJ_ ・S ぃ--'を求めれば．それは第 i所得0)

1吋平等の全所得の不平等に対する「貞献度」を

表すことになる (i15)。

衷 8 '女徽省内地域格芹の動き（擬シニ係数）
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表9 省間 1人当り実質国民収入ジニ係数の分解

g (.1/) 

g (.1Ja) 

g (y,) 

g (yo) 

Ra 
R, 

R。
Sa 

S, 

S。

貢献度

g (ya) 

g (y,) 

g(y。)

1978 1 1987 1988 1989 1990 1991 1992 
t． ． ． ▼一、 ・~ ・一て`

0.377 0 0.352 0.355 0.351 0.345 0.346 0.359 

0.100 0.175 0.185 0.195 0.198 

0.545 0 0.506 0.496 0.482 0.477 0.476 0.486 

0.374 0 0.346 0.351 0.381 0.383 0.376 0.472 

0.047 -0 0.105 0.117 0.074 0.138 0.221 0.332 

0.988 0 0.971 0.971 0.969 0.962 0.951 0.902 

0.939 0 0.882 0.898 0.887 0.869 0.852 0.780 

0.235 0 0.216 0.199 0.197 0.206 0.198 0.175 

0.580 0 0.579 0.592 0.598 0.599 0.611 0.618 

0.185 0 0.205 0.209 0.205 0.194 0.190 0.208 
- → l .し● ←てママ—9

竺
5197

0

0

0

 

2

3
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0
1
8
0
1
8
 

TOII|] 

012810178[ 

.• 

f
 

0

0

0

 

-て

0.01 

0.79 

0.18 

独立推計ジニ係数

0.365 I 0.370 

0. 096 I O. 129 

口
0.525 I 0.527 

0.361 I 0.377 

（出所） 図 lと同じ。

（注） a, i,（)はそれぞれ農業，工業，

めてのジニ係数を示す。
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0.347 

0.191 
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その他を表す。また，独立推計ジニ係数とは現実値を当ては

そこで中国の省レベルの地域間所得格差がど

のように推移し，またいかなる所得要因がそれ

に貢献していたのか， さらにその貢献度は時間

とともにどのように変化してきたのか， 1978~

92年について実質国民収入をベースに計測して

みることにしよう（表 9参照）。

この表から看取できるように，全所得の格差

を決める最大の要因は工業所得にあり，農業所

得やその他の所得の貢献度はきわめて小さかっ

た。この結論はある意味できわめて常識的とい

える。先に示した安徽省の例がそれを物語って

いた。とはいえ，傾向としては工業所得の貢献

度は次第に低下してきており，他方農業所得の

貢献度は依然小さいとはいえ徐々に上昇してき

たし， 1992年には「その他の収入」の貢献度が

急速にt昇した。このことの意味は重要である。

というのは，各省の工業構造は次第に似てくる

傾向がありぼ 6)，非工業部門の動きが全体の所

得不平等を支配するようになるからである。

しかし，地域格差が多種多様な要因によって

支配されているだけに，それが一体いかなる構

造をもって成り立っているのかとなると，単純

な産業構造の分解やジニ係数その他の不平等尺

度の分解だけでは不十分である。それでは単な

る恒等式的関係を求めるにすぎず， もう一歩突

っ込んで，地域格差決定のメカニズムを探求し

ようとすると，このモデルでは限界がある。ま

して地域格差の変動のメカニズムとなると，上

記のような分解分析だけでは，形式的な美しさ

はともかく，内容的にはどうしても空虚さを免
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れない。

そこでいま次のようなモデルを考えてみよ

う。単純化のために生産要素 (X)は労働 (L)

と資本 (K) の 2種類しかないものとする。

y,•= II• (Lt, K,）， y＝エy,であるから，
I 

を(4)式に代人して，

g (y) =~a,.·§ (/.-(L, K,)) 
I 

これ

(6) 

を得る。 (4)式の両辺を時間で微分し，成長乎:

タームで表せば，

4叫凶― l 叫凸上＋ 4§ー：
g(y) g□, a,g(y2)| 

•a,•g(y;) (7) 

他方，

4§(y2) 4 ai 
り(y,)

= {3，・ •-(IL i. 
4L, 

a,l,9  

+ /K, • 4K, ki) (8) 

であることを考慮して，地域格差の変動 ・

4 g(I/) 
g(y) 

4悶'),は，牛産要素0)履的変化と配分（
4 I99 
I9,' 

生産弾力性 (Iぃ，ん）という技術的条件，産

業構追の変化（ 4〗-），体制の特徴をある意味
で表す「生産の格差弾力性」（生産量か l江変化

したとき，格差は何:ヽ ふ変化するかを示す）

れに u,, § (/,）． 

呼ぶ）があったとすると，

/3，9 そ

g(//）といった産業構造と格

差にかんする初期条件により決められることに

なる。

このことをもう少し拡大して議論してみよう。

いま国内に成長する地域（それを仮に北部と名付

ける）と成長に取り残された地域 ([,i]じく南部と

A•O• ハーシュマ

ン(Hirschmann)が述べたように、北部は南部

に対して買い付けと投資を増大させることによ

り南部の所得を引きtげるであろう。

ーシュマンは浸透効果 (trickling-downeffects) 

と呼んだ。他方北部が経済発展すれば南部から

買屯な技術者や経営者が奪われ，停滞的な南部

は依然として停滞し，

は拡大する。

effects,訳文では分裂効果）と名つけた。彼にい

わせれば両地域が接触している限り．市場の作

用により，

回り，

ては，

これを彼は分極効果 (polarizat,(_ln

いずれは浸透効果が分極効果を上

南北間の格差は縮小していくことにな

る付I7)。これら 2つの効果が作用するに昔たっ

当然労働と資本といった資源の移動，

れにさまざまな技術的，制度的条件が絡んでい

る。実際，外部性と規模の経済が働けば集積の

効果が生まれ，

これをハ

それゆえ南北の所得格差

そ

さらに交通，運輸．通信といっ

た基本的インフラが産業・企業立地を支配して

くるから， ある時期までは地域格差は拡大し，

それが維持されるのは自然であろう。

ところが中国の場合，従来その体制的特徴か

らこのようなモデルは直接には当てはまらなか

った。なぜなら，毛沢東時代には白源配分にお

いて計画原理が支配し，人ロ・労働力の移動が

「戸籍制度」 0)もとで大きく制限されていたし，

ある場面では「平均主義的」分配原理が強力に

作用していたからである。今日はちょうど体制

の転換期，移行期に灯たり，市場経済がますま

す浸透してきているものの，

しておらず，叶画体制と「双軌制」の状態にあ

る。そのうえ中国では地方の動きが強まり，「諸

候経済」化の傾向さえ存在しており．

格差を縮小させる浸透効果の力が依然として不

十分だといえよう。きわめて大雑把に整理すれ

ば，計画体制，移行期，

まだ十分には機能

それゆえ

そして巾場体制に全る

3つの段階において，図3に示されるように，
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中lKld)地域格差とその構浩

図3 中国における地域格差拡大・縮小のメカニズム

(a} 計画体制

初期条件

↓ 格差 n 資源再配分 l..格差拡大

5←格差縮小

(bl 移行期

地方政府
政策目的

1 自地域発展 卜→-

集積効果

↓ 

政策手段 中央政府

政策目的

特定地域・産業成長

貧困地域振奥

平等王器イテオロキー

中央政府

政策目的

特定地域・産業成長

貧困地域振興

要素賦存穿化 m 格差拡大

t 
政策手段

資源再配分

---| -------------------| 市場制度導入

投責配分

(cl 市場体制

集積効果

↓ 
格差ー一→←資源移動 皿要素賦存変化｀ 已格差拡大 皿要素価格裟化

格差縮小 資凍再移動

（出所） 筆者作成。

(it) ＊1攀比 1 とは横並ひ競争のこと。

地域格差拡大・縮小にはそれそれ独l'ld)メカニ

ズムが作動していたと見なすことができる。

いま，初期時点である経済に地域格差が存在

していたとする。市場メカニズムが理想的に機

能したとすると（同図 c)，まずハーシュマンの

いう分極効果が働き，資源を地域格差を拡大す

るように移動させるであろう。そこでは集積効

果が慟き，外部経済，規模の経済が作用し，豊

かな地域は一層豊かに，舒しい地域は相対的に

より貧しくなっていく。しかしこの過程がある

程度まで進むと価格メカニズムが働き，企業は

より安い賃金を求めて貧しい地域へ工場を移転

させ始めるであろう。また．豊かな地域へ引き

つけられた労働力が什送りをすることによって，

貧しい地域の所得がt昇する。こうしてハーシ

ュマンのいう浸透効果が働き始め，地域格差は

自然に是正される方向に向かい出す。もちろん，

人々の心理的抵抗感を含め実際にはさまざな構

造的障害が存在し，資源の自由な移動を妨げて

いるから，こうしたプロセスが貫徹されること

27 



1996020030.TIF

1996doc  99.7.12 6:45 PM  ページ 116

はありえない。

他方，社会主義計画経済の場合（同図 a)，政

府が特定地域や特定産業（とくに軍工業）を優

先的に発展させようとして計画的に資源を再配

分し，しかも，政府が要索ならびに財の価格を，

そうした「歪んだ」資源配分を助長するように

決定できるから，格差は拡大していくであろう。

ところが，資源配分は政府が自由に決定できる

から，その r社会主義的」平等主義イデオロギ

ーに影響されて地域の所得格差を縮小するよう

に資源を再配分することも 11I能である。それは

結局，「効率あるいは成長と平等あるいは分配」

との間の政策目的のトレードオフを政策当局者

が，色々な政治的考慮のもとでどのように判断

するかにかかっている。すなわち，市場メカニ

ズムとは異なり，時間が経てば必ず格差縮小の

方向へ資源が再配分されるという保証はこの体

制のもとでは令くないのである。政策当局者の

H的如何により，あるいは極端には独裁的指導

者の気まぐれにより，資源の地域的配分は大き

く左右されうる。したがって， 一旦出来上がっ

た地域格差は永遠に続きうるし、逆に完令に廃

l卜することも理論上は可能である。

ところが，中国がいま歩んでいる移行期は，

ちょうどこの 2つの相異なる体制・メカニズム

が柑互に浸透し合い，時には反発して，地域格

差が縮小する方向へ作用するか，逆に拡大する

方向に動いていくのか，不確定な時期に相当す

る（同図b)。中央の利害と地方の利害が衝突し，

地方が自地域の発展のために独自の政策目的を

追求し，時には地域問の財の移動さえ妨害すれ

ば，格差は拡大する方向に動く（注8）。一方でい

わゆる「攀J_-tI （横並び競争）作用が働き，似た

ような産業構造を作り出すことにより格差が縮

28 

小することもありうる。他方では計画時代の反

動として「先富論」が効きすぎ，また中央によ

る財の再配分機構が機能せず，格差が拡大する

ことも十分ありえる。とはいえ，移行期とは市

場メカニズムが計画メカニズムに，価格が行政

命令に代替する過程であり，たとえ「地方分

権」的な中国的特色のある体制でも必然的に市

場の作川が強まり．そ 0)粘果浸透効果か次第に

効いてきて，究極的には地域格差は縮小の方向

へ動いていくはずである。とはいえ，日本での

経験なとからいえば，実際には政府による計画

メカニズムが何らかの形で働き，究源移転を促

進しない限り，地域格差は容易には縮小しない。

まして地域の利害が適切に反映されたり，調整

される政治的メカニズムがない中国では．地域

格差は温存されやすいであろうぼ 9)0

ところで．地域の所得•生産に限らないが，

一般に経済パフォーマンスは，（ 7), (8)式が

示唆しているように．大別すれば以rO)3つの

要因（変数）によって決定されるほ10)。第 1が環

境的要因ないしは初期条件である。それはさら

に自然地坪的要因（たとえばその地域が平原にあ

るかli・陵地帯にあるか、年間降雨量が多いか少な

いか），人文地理的要因（たとえばその地域が市

場に近接しているか否か，交通網が発達している

か否か）．歴史的文化的要因（たとえは地域の宗

教的，民族的配阪，特色．あるいは地域の歴史的

特殊性），さらには地域の出発点における経済

水準や資本，技術集約度．それに経済構造など

に分類できるであろう。これらの要因・変数は

一般に与件とされるものである。

第2が体制的，制度的要因であり，たとえば

その地域に支配的な企業形態や組織．経済メカ

ニズム，それに政府の性格などが問われるであ
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ろう。これらの要因は変化しうるが，次の要因

に比べれば与件的性格が強い。

第 3が政策的要因であって，投資政策や価格

政策，社会保障政策，それに産業政策など，そ

の地域の経済を左いする経済政策の種類とその

程度が問題になる。中国の場合，地域の開放度

といった点は重要な政策要因であろう。そうし

た政策が中央によって出されたのか，地方政府

によって出されたのかはここでは問わない。ま

たその政策がいかなる政治的体制によって決め

られるのかは，ひとまず度外視する。

中国の地域格差の要因決定にかんする議論は，

これまでほとんどこの政策に関連したものであ

った。とくに財政政策をめぐる議論がtであ

り，たとえば中央財政が豊かな省から貧しい省

へ資金を移転することによってどのように地域

格差を縮小させてきたか， という類の議論であ

るぼ11)。確かに省別の財政支出と投資，それに

所得とを相関・回帰させてみると比較的良好な

結果を得られる。しかし，そこから即投資政策

が成長格差，したがって所得格差を牛み出した

という結論を導くことはできない。

それに対して，多様な要因や変数を地域格差

に絡めようとする試みはないわけではなかった。

たとえば陸超明は省別のテータを用いて因f分

析を試みている (i-1:12）。しかしそこでは，教育水

準や文化水準などさまざまな非経済的変数が組

み込まれているものの，初期条件や環境条件は

十分には考慮されていない。

いうまでもなく，ある地域の産業構造と卜^記

三大要因，それに各個別要因の間には，濃淡の

差はあれ，ある種の相互関係がありうる。たと

えば政策と初期条件とは無関係ではないし，産

業構造は一部1庁業政策の結果ともいえる。 (7)'

中国の地域格差とその構造

(8)式に即していえば，産業構造をホす a，は

所得•生産 y の結果でもあるし，その変化――-
4 ai 

a,• 

の原因でもありうる。同様に，（ 5), (6)式が

示しているように，全体のジニ係数は個別のジ

ニ係数と所得構造などによって決められるが，

所得構造は所得全体（それはクズネッツの仮説に

表10 地域別所得•生産水準決定要因（候補群）

A. 初期条件

(1) 要素賦存： 1人当り耕地面積 (CULTV80)

(2) 農業技術水準 1:食糧反収 (YIELD80)

(3) 農業技術水準 2 ：農業機械総動力／播種

面積 (MECH80)

(4) 生産水準：農業総生産額 (GVAOSO)

(5) 所得水準：農民 1人当り純収人

(NETPRD80) 

(6) 文化的要因 1：在校学生数 (STDNTSO)

(7) 資産水準：住民預金額 (DEPOS80)

18) 文化的要因 2 :在校生比率 (STDRTI80)

(9) 地理的条件：市場近接度 (ACCESS)

i]0) 環境要因：都1|i平均賃金＊（WAGE80)
り っー 9 9 L L... ． 'しー ・’ ` 

B 現存水準
ー 、一

(1) 農業技術水準：農業機械総動力／播種面

積 (MECH91)

(2) 混村生洋額： 1人当り農村社会総生産額

(GVRS091) 

(3) 産業構造：農業生産比 (AGRTI091)

(4) 市場化水準：農副産品調達／社会総生産

額比率 (MKTIZE91)

(5) 所得水準：農民 1人当り純収人

(NETPRD91) 

(6) 環境要因：都ifi平均賃金＊（WAGE91)

C. 変動
．．．．→っ・ • 

(1) ':t質経済成長率 (GROWTH)

(2) 技術変化率 (GMECH)

(3) 人口増加率 (GPOP)

(4) 賃金増加率 (GWAGE)

(5) 食糧反収増加率 (GYIELD)

(6) 耕地面積減少率 (GCULTV)

(it) かっこ内は変数名。

＊都市部門の職員労働者の平均賃金。
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より所得分配，つまり令体のシニ係数を左右する）

と決して無関係ではない。また政策はある種の

制度を前提にして出されるであろう。他方，ぁ

る種の要因と他の要因とは全く相互に無関係に

所得水準を決めているかもしれない。

そこで，次のようなステップにより分析を進

めてみる。まず，所得ないしは成長率を決定す

る複合的要因を探るために，性格の異なるいく

つかの変数を組み込んだ回帰分析を施してみる

ことにしよう。ここでは再び安徽省を取り上げ

ることにする。取り上げられた変数は，全て表

10のなかに含まれている（かっこ内は変数名）。

本来ならばより多様な要因，たとえば先に挙げ

たような歴史的要因や，天候や士壌といった他

の自然的環境要因も取り上げるべきであったろ

う。しかし，現実に人手できる県・巾別のデー

タが限られていることや，今回の作業が実験的

性格のものであることを考え， とりあえずは同

表に掲げられている諸要因をもとに分析を進め

るごとにした。

変数について若干コメントしておこう。まず，

初期条件としては1980年の安徽省農村における

技術水準，生産・所得水準のほかに，教育水準

や市場への近接度を含めている。市場への近接

度は，具体的には鉄道や揚子江にその県や市が

面しているか否かをダミー変数で表した。県城

表11 牛庁水準．成長率の地域格芹決定要囚： 4つのモデル

三変数 (I)（；VRS091(2)NEl̀PRI)9l 1 (3IGROWTH 

説：：数 91ー1田牙玉）T｛唸ぶ 盈：翡）

GVA080 

DEPOS80 

NETPRD80 

STDRTI80 

STDNT80 

MECH80 

ACCESS 

MECH91 

MKTIZE91 

決定係数

F値
._L_ 

-0.01 
(-0.77) 

-0.47 
(-1.43) 

144.41 
(3. 89) 

263.13 
(1, 66) 

2.96 
(2.31) 

0.76 
(1.88) 

18.44 
(2.96) 

71.15 
(2.28) 

0.71 
(3.85) 

().~ 508 0.:189 
9. 11.1:¥8 

（出所） 表 4と同じ資料をもとに，筆者作成。

-0.00 
(-3.07) 

0.048 
(1. 63) 

0.006 
(3. 30) 

-0.01 
(-3.85) 

0.390 

11.178 

(1) GROWTH 

1.25 
(5. 46) 

0.024 
(-2.25) 

0.008 
(4.00) 

-0.045 
(-0.296) 

0.009 
(-3. 14) 

0.331 

8.669 

（注） かっこ内は t 値を示す。第 3 モデルの GVA080 の回帰係数が—0.00になっているが．

これはゼロという意味ではなく，小数点第5位以下の数字であるためである。

30 



1996020033.TIF

1996doc  99.7.12 6:45 PM  ページ 119

など都市部門の職員労働者の賃金を入れたのは，

ひとつには農村の過剰労働）］が吸収されやすい

か否か，農村外の環境が農村にどのようなイン

パクトを与えるのかを調べるためである。次に，

これらの変数には直接政策的要因と呼べるもの

は入っていない。県別の財政収支データをとる

ことは可能であるか，省財政からどれだけ補助

されているのか分からない。強いていえば技術

水準や技術変化率に政策的要囚が含まれている

と解釈することも可能である。第 3に，変動を

表す変数に合計 6つをとったが，いずれも1980

年という改革開始時期と91年という改革以後の

時期との 2時点間の成長率を用いている。

試行錯誤的にいくつかの回帰モデルを作って

試してみたが， 4つのモデルについて結果を見

てみよう（表11参照）。第 10)モテルは， 1991年

0) 1人当り農村社会総生廂額 (GVRS091)を4

つの初期条件変数と，技術水準を表す lつの現

存水準変数 (MECH91)によって説明させたもの

である。係数の有意水準を見てみると，現在の

生産額が教育水準を表す lつの初期条件変数

（在校生比率〔STDRTl8(））)と，現在の技術水準

に支配されていることが分かる。ここでは市場

近接度 (ACCESS)はそれほど打意ではない（た

たし，ほぼ10ぷ有意てある）。第 2のモデルは，

農民 l人当り純収入 (NETPRD91)を3つの初

期条件変数と 1つの現存水準変数によって説明

させようとしたものである。結果は，初期収入

水準 (NETPRD80)か10し‘ふ打意であるのを除け

はあとは全て 5;;五有慈以卜である。以上のこ

とから，現在の生産・収入水準格差は，初期の，

とりわけ教育水準と現{[O)技術水準，並びに市

場との近接度に左右されることが分かる。いい

かえれば，初期に豊かであったかどうか，貯蓄

中国の地域格芹とその構造

水準が届かったかどうかということは，現在の

発展水準を決める決定的な要因ではない。

第3のモデルは，初期から現在に全る牛産の

成長率 (GROWTH)が， 3つの初期水準変数と

現在の市場化率 (MKTIZE91)によってどのよう

に説明されるのかを見たものである。結果は

f想外のものであり，初期の教育水準はそれ

ほど説明力は強くなく，むしろ初期の技術水準

(MECII8(））が強く働いていること，また初期の

牛産水準は低ければ低いほど成長率が絲いこと，

さらに現在の市場化率が低いほど成長率が高い

ことを示している。変数を入れ替えた第 4の成

長率モデルも，ほぼ同じような結果を示してい

る。このことは，成長格差を決めるのは初期の

生庁水準でもなければ教育水準でもない，また

市場化か進んでいるかどうかでもなく，初期の

技術水準の格差であることを含意している。

次に，いかなる要因がグループを形成して所

得格差の形成に寄与しているのか，そうした要

因のグループは先に見た格差決定の三大要因と

どのように関係しているのか，を調べてみるこ

とにしよう。このような問題に接近するために

は，表l(）に掲げられた全ての変数を用いて因子

分析ないしは主成分分析を施すことが便利であ

る。中国の地域格差については，すでに陸超明

らによってこの手法は試みられているが（注13),

彼らとは異なり，ここではあくまでも省内の地

域格差を問題にする。というのは，すでに述べ

たように省間レベルではサンプル数に制限があ

り，したがって用いる変数にも限界があり，ま

た省間では余りにも環境条件が異なるからであ

る。

ここでの分析も，さまざまな変数の組み合わ

せをもとに試行錯誤的に行なわれた。因子抽出
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に％たっては 4因-fを抽出することにし，回転

はヴァリマックス法によった。その結果が表12

に掲けられている。以卜:,この表の結果につい

てわれわれなりの解釈をりえよう。

第 1 因 f は， t として所得•生産力水準や品

業牛産比)や（哨業構造）など，技術と構造変化

に係わる変数群から成り立ち，先述したように

政策的影秤が最も濃厚な変数、したがって因f

であると解釈できそうてある。それに対して弟

2因fは初期的，環境的条件を表し，初期の牛

産水準や泊金額，それに都市部(/)賃金の伸ひな

と，現在の農村経済にとっては操作できない変

数群が多く含まれている。巾場への近接度とい

った物理的環境変数は第 3因子に含まれるが，

この因fは外部性やITT場性などの影欝を表す因

fと解釈できよう。さらに第 4因fは食糧の反

収とその仲び率など．どちらかといえば農党そ

のも 0)に係わる因fである。ただし．第 3，第

4因fともその固打値は小さく．構造全体は第

l．第 2囚--fによってほぼ説明できることを小

している。

この分析結果の含意として重要なのは．現在

表12 安徽省地域’l:1年構造：因（負仙行ダll

第 l因 J'- 第 2 因(• 第 3因f 第 4|村-f 共通竹

A 1) CULTV80 0. 1228 0.6:B4 0.0644 -0.0840 0.4275 

A -2) YIELDHO 0.1492 o.:i280 0.0104 0.8520 0.8559 

A :1) MECH80 0.662,1 -1). :{952 -0.1228 0. （）4 2 4 0.7755 

A-4) GV AOSO 0.2921 0.8168 -0. 1398 0.0819 0.7788 

A -5) NETI'RD80 0. l:ll6 o.:m2 0.1716 0.6085 0.5665 

A 6) STDNT80 -0.0859 -0.8059 -0.1216 -0.0395 0.6731 

A 7) DEPOS80 0.0192 0.5932 -0.4230 0. 1461 0.5524 

A ~8) STDRTI80 0.6189 0.1014 0.0705 -0.0985 0.1080 

A 9) ACCESS 0.2901 0. 1531 0.5259 0.1085 0.3959 

A I(）） WA(;E8(） 0.6050 0.0321 0.0020 0.1055 o.:m2 

B I) MECII91 0.6886 0.3604 0.2842 -0.0308 0.6858 

B 2) GVRS091 0.7916 0.29:{0 -0.0434 0.2771 0.7912 

H-3) AGRTI091 -0. 7:{87 0.1218 -0.0IHi -0.2117 0.6054 

B-,1) MKTIZE91 (）. 3(）4 5 0.1801 0.4384 0.1409 0.3371 

B -5) NETPRD91 0.7272 0.2721 0. 1875 0.1196 0.6523 

R-6) WAGE91 0.5850 -0.5498 0. l 7 3 l 0.1257 0.6902 

C-1) GROWTH 0.6570 ()．4093 0.3082 0.0280 0.6949 

C-2) GMECH 0.1132 0.0849 0. 7:338 0.0878 0.5662 

C-3) GPO!' 0.5838 (）．337 9 0.2276 0. 1604 0.5125 

C-4) (;WAGE 0.1772 0.6446 -0.2110 0.0716 0.4966 

C 5) GYIELD -0.0H3 0.2860 0.0664 0.7115 0.5927 

C 6) GCULTV o.3:m -0.2997 0.3767 0.1638 o.:w22 
-----~ -

ム ,it (I,I,Jfi値） 4.966I ,I_ 0274 l. 9233 1.9122 12.8290 I I 

(iliPh) K4と同じ資料をもとに，へ＂者作成、

（注） t線0)卜線は 0.5以 i--_o)因 f負雀rを人し鴫}は線はその行のI刈fの中で最も絶対値が贔いものを
,j~ す 99
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の生産水準 (GVRS091)，所得水準 (NETPRD91),

それに成長率 (GROWTH)といった地域間格差

を直接説明する変数は，全て第 1囚子に含まれ

ていることである。これは，初期的，環境的条

件の第 2因fと合わせ，格芹を決める主たる要

因が政策的なものと初期条件的なものの 2つに

係わっているらしいことを賠ぷしている。それ

に比べればl|i場との距離など，物理的環境条件

はそれほど屯要ではない。それゆえ，現れの生

廂力や成長率は， 一面からいえば過去の教育水

準など，これまでの蓄積に依っているわけであ

るが，他面からいえば政策的努力によっても大

きく支配されているのである。このことの政策

的含意をいえば，行しい地域はこれまで貧しか

ったから，あるいは地理的に不利な聞境に附か

れているから永遠に貧しい， という悲観論に囚

われる必要もないが，かといって政策によって

どのようにでもなるといった楽観論をもつこと

もできない。歴史的「負債 1 (/）巾みは大きく，

それを克服するには相％な時間と努J]が求めら

れるのだといえよう。いうまでもなく，省内の

格差でさえそうなのであるから，省間格差とな

ると，それよりはるかに気の遠くなる時間と資

金，あるいは政策的配慮が必要になってこよう。

もちろん， こうした回帰分析あるいは主成分

・因f分析の結果だけからは，われわれが図 3

でイメージする地域格差縮小・拡大のメカニズ

ムを直接実証できるものではない。たとえば政

策的努力を明示的に表す変数はとりえなかった

し， rli場の!Jを何で説明するのかなと，残され

た課類は多く，また大きい。しかし，このよう

な分析を積み屯ね，他の質的梢報と分析とを併

せていくことで，中国の地域格斧変動のメカニ

ズムを解明する手がかりが得られるものと期待

中h]の地域格芹とその構造

される。そして，そうした分析を進めていくこ

とこそが，中国の地域格差にウィリアムソン仮

説が妥‘りするかどうかといった，ややもすれば

技術的な問題に答えるよりもはるかに爪要なこ

とであろう (9

（注 l) l lollis Chenery, Structur;(1［Change and 

I)（加lopmentPolicv (New York: Oxford University 

Press, 1979)/Hollis Chenery et aL, lndustri(1lization 

and Growth: A Com加rativeStudy (New York : 

Oxford University Press, 1986) 

(ii_ 2) Tien-tung Hsueh, "Pattern of Regional 

Development in the People's Republic of China," 

ふ l{lnHconomic }our叫 vol.8, no. 1, Mar. 1994 _誤

解のないようにいっておくが，彼の l：たるねらいは中国

0)省別産業発展パターンの解明であって、地域格差それ

自体の研究ではない。

（注：i) ジニ係数の所得源泉別の分解については，た

とえば JohnFei et al., Growth with Equity: The 

T(1iwan C1L,e (New York: Oxford University Press, 

1979), Ch. l(）も詳しい証叫展開を与えてくれる，

（注 ,1) Robert Lerman and Shlomo Yitzhakt, 

"Income Inequality Effects by Income Sources: A 

NPw Approach and Application to the United 

States," Revzじ／,,of Economics and Statistics, vol. 7, 

no. 1, Feb. 1985. 

(il-5) その他にも，ショロックス (Shorrocks)か

hなったような変動係数を分解するやり hもある。 AF

Shorrocks, "Inequality Decomposition by Factor 

Components," Econometrica, vol. 50. no. I, Jan 

1982_ 

（註 6) たとえば，丸llI伸郎「地域開発と地方t義」

（同編『華南経済圏 開かれた地域t義 』アジア

経済研究所 1992年）参照。そこでは省別にとられた1̂

業特化係数が近接してきたことを論証している。

（汁 7) A・ 0 ・ハーシュマン萬 麻田四郎訳『経済

発展の戦略』巌松堂出版 1961年 328ページ以じな

ぉ，ウィリアムソンの問題意識の出発点となったのは．

実はハーシュマンのこのようなモデルであった。

（汁 8) 中国における地域間市場封鎖にかんしては．

陳If!軍『中国地区間市場封鎖問題研究』福州 伽建人民

出版社 1994年，が優れた研究を行なっている。
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（注9) 代議制民主主義体制のもとでは，地方の有権

者(/)声か相対的に強く反映されやすい。したかって，貧

しい地）jは中央からより多くの資源を獲得することが可

能となる。これについては中兼和津次「社会主義市場経

済論とは何か」（『経済セミナー』通巻476号 1994年9

月）参照，

(ilIO) これは．比較紆済体制論のなかでクープマン

ス＝モンティアス (Koopmans=Montias)のモデルと

いわれているものである。

（注11) たとえば． Tsui, "China's Regional Ine-

quality. ’' 参照。 また朱炎「地域経済描辺の実態

34 

……」，呉軍華「『中国の地域経済格差と地域経済開発に

閃する実証的研究』 (1)概要」では，簡単な回帰モデルに

よって地域の成長と財政支出との関係を分析している 0

（注12) 陸超明「不同時間空間的中国経済発展之因子

分析研究」（劉樹成ほか主編『中国地区経済・・・・・・』所収）。

また眺愉芳ほか「中国区域経済発展的因素分析」や鄭開

昭ほか「中国地区経済核心与辺椎分析」（いずれもlnl)--9

甚所収）なども参照3

（注13) たとえば，陸超明「不同時間空間的……」参

照c

（東京大学経済学部教授）
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